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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第4期より連結財務諸表を作成しております。 

３ 第4期、第5期及び第6期の連結財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、第7期の連結財

務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、東陽監査法人の監査を受けておりま

す。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第4期、第5期及び第6期は新株引受権及び新株予約権の

残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握できないため記載してお

りません。 

５ 第6期までの株価収益率については、当社株式は非上場・非登録であったため記載しておりません。 

６ 第6期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月９日）を適用しております。 

７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

売上高 (千円) ― 490,022 869,841 1,185,342 1,448,813

経常利益 (千円) ― 33,314 79,078 158,197 229,182

当期純利益 (千円) ― 69,066 10,591 105,397 126,468

純資産額 (千円) ― 176,522 491,078 763,738 1,574,470

総資産額 (千円) ― 318,153 773,512 1,834,016 3,221,379

１株当たり純資産額 (円) ― 39,402.44 45,219.01 53,495.61 81,705.59

１株当たり当期純利益 (円) ― 16,610.40 1,028.45 9,463.92 9,923.29

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 9,421.35

自己資本比率 (％) ― 55.5 63.5 32.7 32.6

自己資本利益率 (％) ― 61.6 3.2 19.3 15.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 12.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △15,829 △12,778 74,790 52,577

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △12,756 △162,441 △646,476 △1,279,501

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 52,442 356,044 555,931 1,484,410

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 59,064 243,727 235,761 481,746

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
―

〔―〕
27

〔1〕
92

〔0〕
126

〔0〕
144

〔0〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第4期、第5期及び第6期の財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づき、第7期の財務諸表に

ついては、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、東陽監査法人の監査を受けておりますが、第3

期については当該監査を受けておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第3期及び第4期は新株引受権及び新株予約権の残高があ

りますが、1株当たり当期純損失を計上しているため、第5期及び第6期は新株引受権及び新株予約権の残高

がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため、期中平均株価が把握できないため記載しておりま

せん。 

４ 第3期及び第4期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 第6期までの株価収益率については、当社株式は非上場・非登録であったため記載しておりません。 

６ 第6期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月９日）を適用しております。 

７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

営業収益 (千円) 40,325 68,730 256,109 406,704 480,795

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △40,605 △27,573 10,333 93,589 59,508

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △41,659 △27,554 6,799 108,270 37,909

資本金 (千円) 172,500 207,500 357,000 374,150 589,775

発行済株式総数 (株) 3,680 4,480 10,860 11,226 12,858

純資産額 (千円) 104,755 137,201 443,001 558,102 965,725

総資産額 (千円) 160,981 253,910 630,658 1,308,950 2,454,323

１株当たり純資産額 (円) 28,466.28 30,625.32 40,792.02 49,715.17 75,106.95

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △11,626.93 △6,625.76 660.31 9,721.88 2,974.53

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 2,824.07

自己資本比率 (％) 65.0 54.0 70.2 42.6 39.3

自己資本利益率 (％) ― ― 2.3 21.6 5.0

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 41.4

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (名) 2 7 13 13 14



２ 【沿革】 

  

(1) 当社の沿革 

平成11年12月に国内外の株式市場に関する情報提供事業を行うために株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニ

ーが設立されました。同社は、平成13年１月に事業活動を休止していた、有限会社ティーアンドシー・ホールディ

ングスの全出資持分を取得し完全子会社といたしました。有限会社ティーアンドシー・ホールディングスは平成13

年8月に株式会社に組織変更（株式会社ティーアンドシー・ホールディングス）し、同年９月に株式交換により株式

会社トレーダーズ・アンド・カンパニーとの親子関係を逆転させ、持株会社として事業活動を再開し、平成14年11

月に株式会社T&Cホールディングスへの商号変更を経て現在に至っております。なお、上記のとおり、当社は、平成

13年８月13日付けで、有限会社ティーアンドシー・ホールディングスから株式会社ティーアンドシー・ホールディ

ングス（現 株式会社T&Cホールディングス）に組織変更したため、平成13年11月期が第1期となります。 

  

(2) 当社グループの沿革 

年月 沿革

平成11年12月 

 

東京都港区高輪において、日本株情報提供業務を行うために（株）トレーダーズ・アンド・カン

パニーを設立。

平成13年１月 

 

（株）トレーダーズ・アンド・カンパニーが事業活動を休止していた（有）ティーアンドシー・

ホールディングスの全出資持分を取得し子会社化。

平成13年５月 

 

（株）トレーダーズ・アンド・カンパニーが米国ニューヨーク州に金融アドバイザリー事業を行

うT&C NY, Inc.を設立。

平成13年８月 

 

（有）ティーアンドシー・ホールディングスが（株）ティーアンドシー・ホールディングスに組

織変更(当社が株式会社として事業を開始。)。

平成13年９月 T&C NY, Inc.が運用する資金の受皿会社としてT&C Capital, Ltd.をケイマン諸島に設立。

平成13年９月 株式交換により、親会社であった(株)トレーダーズ・アンド・カンパニーを完全子会社化（現連

結子会社）。

平成13年10月 (株)トレーダーズ・アンド・カンパニーからT&C NY, Inc.の株式の譲渡を受け、完全子会社化

（現連結子会社）。

平成14年７月 

 

中国経済・株式の情報サービスの強化を目的に、(株)トランスリンク（現(株)T&Cトランスリン

ク）を株式交換により完全子会社化（現連結子会社）。

平成14年11月 (株)T&Cホールディングスに商号を変更。

平成14年12月 T&C Capital, Ltd.の株式を(株)トレーダーズ・アンド・カンパニーより買入れ子会社化（現持

分法適用非連結子会社）。

平成16年６月 

 

為替・国際金融情報サービスの強化を目的に、（株）マネーアンドマネードットコム（現(株)マ

ネーアンドマネー）を株式交換により完全子会社化（現連結子会社）。

平成17年１月 本社を港区東新橋二丁目に移転。

平成17年６月 

 

中 国 上 海 市 で 中 国 本 土 企 業 の 金 融 デ ー タ ベ ー ス の 作 成、情 報 提 供 を 行 う

Financial China Information & Technology Co., Ltd.の株式72.75％を取得し子会社化（現連

結子会社）。

平成17年７月 コモディティー情報に関する情報提供を行うT&C Cosmic, Inc.を米国ニューヨーク州に設立（現

連結子会社）。

平成17年９月 

 

T&C Capital, Ltd.が発行する私募債の元本を保証する保証会社T&C Guaranty, Ltd.が事業を開

始（現連結子会社）。

平成18年４月 映画ファンドを組成するためのSPC(特別目的会社)T&C Ventures, Ltd.が事業を開始（現連結子

会社）。 

平成18年12月 大阪証券取引所ヘラクレス市場に上場。

平成19年１月 エンターテインメントに関するアドバイザリー業務を行うT&C Pictures, Inc. を米国カリフォ

ルニア州に設立（現連結子会社）。

平成19年９月 

 

スイスチューリッヒに欧州における金融アドバイザリー拠点として、T&C Financial Advisor 

(Schweiz) AG を設立（現連結子会社）。



３ 【事業の内容】 

当連結会計年度における当社グループ（当社及び関連会社）は、当社（株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス）、連

結 子 会 社 14 社（株 式 会 社 ト レ ー ダ ー ズ・ア ン ド・カ ン パ ニ ー、株 式 会 社 Ｔ ＆ Ｃ ト ラ ン ス リ ン ク、

Financial China Information & Technology Co., Ltd. 、株式会社マネーアンドマネー、T&C Cosmic, Inc. 、

T&C NY, Inc. 、T&C Financial Advisor (Schweiz) AG 、T&C Pictures, Inc. 、T&C Ventures, Ltd. 、

T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 、その他4社）、持分法適用非連結子会社1社（T&C Capital, Ltd.）、持分法適用関

連会社３社（NextVIEW Pte Ltd 、その他2社）により構成されております。当社グループの事業は、投資情報提供

事業、金融アドバイザリー事業に分かれており、投資情報提供事業では、日本株情報提供、中国株情報提供、為

替・国際金融情報提供を行っております。金融アドバイザリー事業では、アドバイザリー業務、コンサルティング

業務、責任投資業務を行っております。 

  

各事業の具体的なサービスの内容は次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であり

ます。 

  

(1) 投資情報提供事業 

① 日本株情報提供 

 日本株情報提供は株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーが行っております。同社は、証券会社のディ

ーラーや営業経験者がアナリストとして、株式市場の情報収集、分析を行い、リアルタイムの株式情報を証券

会社のディーリングルームやインターネットを通じて個人投資家に提供しております。主要なサービスは以下

のとおりであります。 

  

A. リアルタイム株式情報「トレーダーズ・ダイレクト」 

 「トレーダーズ・ダイレクト」は証券会社を中心とした金融機関向けに配信するリアルタイム株式情報

です。証券会社のディーリングルームには、ロイター社、クイック社、ブルームバーグ社などの情報ベン

ダーが専用端末を通じて株価やニュースをリアルタイムで配信しております。株式会社トレーダーズ・ア

ンド・カンパニーは、それらの専用端末を通じて1日150本以上の株式情報を有料で提供しております。そ

の内容は、国内外の株式市場概況、個別銘柄の最新ニュースやレーティング情報、デリバティブ情報、新

規上場銘柄の初値予想など多岐にわたっております。 

B. 有料株式情報サイト「トレーダーズ・プレミアム」 

 「トレーダーズ・プレミアム」は自己責任で株式投資を行う個人投資家向けに企画された有料の会員制

株式投資情報サイトです。主なコンテンツは、「トレーダーズ・ダイレクト」と同じ内容のリアルタイム

株式ニュース、各種調査機関のレポートや業績修正、企業のプレスリリースなどから短期的に期待のでき

る銘柄をまとめた「短期注目銘柄」、新規公開株の情報をブックビルディングから上場まで時系列的に分

析を行う「IPO情報」、その他、チャート分析やオプション分析機能など、個人投資家のさまざまな投資

スタンスにマッチするような投資分析情報を取り揃えております。 

C. 株式情報サイト「トレーダーズ・ウェブ」 

 「トレーダーズ・ウェブ」はすべての投資家を対象に、国内外の株式市況やIPO情報、各種証券・経済

データを豊富に取り揃えた無料株式投資情報サイトです。現在月間平均ページビューは650万件を超えて

おり、提供される情報の内容・豊富なデータへの評価は非常に高いものと認識しております。また、イン

ターネットの普及により、ネット上に広告を掲載する企業が増えております。当サイトでは、証券会社な

どのバナー広告を掲載することで広告収入を得ております。 

D. カスタマイズした情報提供 

 インターネットを通じた株式のオンライン取引が増加している現在、各証券会社は自社のウェブサイト

を通じて証券口座を開設する会員の獲得に力を入れております。特にネット証券各社は、他社とのサービ

スの差別化をはかるために、魅力的で質の高いコンテンツのラインナップに取り組んでおります。同社で

は、各証券会社のニーズにあわせて、「トレーダーズ・ダイレクト」、「トレーダーズ・プレミアム」、

「トレーダーズ・ウェブ」の投資情報を、カスタマイズして証券会社の証券口座開設者向けウェブサイト

に提供しております。 

  

② 中国株情報提供 



 中国株情報提供は株式会社T&CトランスリンクおよびFinancial China Information & Technology Co., Ltd. 

が行っております。中国株式市場の拡大に歩調を合わせるかたちで、国内における個人投資家の中国株への投

資意欲は着実に広がっております。またそのような個人投資家のニーズを背景に、証券会社各社は顧客を取り

込むために中国株の情報コンテンツの充実を進めております。株式会社T&Cトランスリンクは中国株式市場の

情報収集と情報配信に特化したビジネスモデルを構築し、今後の更なる中国市場の成長をビジネスチャンスと

捉え、クオリティの高いサービスの提供を行えるよう、その体制整備を行っております。また、中国上海市の

現地法人であるFinancial China Information & Technology Co., Ltd. は中国の金融機関に金融データベー

スの提供を行っております。主要なサービスは以下のとおりであります。 

  

A. 中国株投資情報サイト「TRANSLINK」 

 当サイトでは、中国・香港の証券取引所、上場企業のウェブサイト、新聞、現地の証券会社が提供する

レポートを情報ソースとして翻訳・編集を行い、マーケット、企業動向、統計、政策を中心に１日約80本

のニュースや個別銘柄研究、マーケットのトピックスについてのレポートの配信を行っております。ま

た、株価データ、財務情報のデータベース化を行い、ウェブサイト上でスクリーニングや投資銘柄分析を

行うこともできます。 

B. 週刊中国株レポート「招福」 

 中国の相場動向や週毎の見通し、中国市場の話題や厳選した銘柄分析などを網羅した週間レポートで

す。専門性を有しながらも初心者にもわかりやすく解説しております。 

C. 中国株ガイドブック「中国株二季報」 

 中国株投資ブームに先駆けて、平成13年7月より刊行を開始いたしました。中国株投資意欲の高まりを

背景に、中国企業の銘柄解説・業績分析・各種財務諸表を掲載した本書は中国株投資のための参考書とし

て幅広い投資家層に支持され中国株二季報のブランドイメージはマーケットに定着しているものと自負し

ております。 

D. コンテンツ提供 

 中国市場の成長性をビジネスチャンスと捉え、各証券会社は個人投資家向けに中国市場向けのコンテン

ツ開発に力を入れております。株式会社T&Cトランスリンクは中国株投資情報サイト「TRANSLINK」の各コ

ンテンツを、各証券会社のニーズに合わせてカスタマイズを行い、証券会社の証券口座開設者向けウェブ

サイトに提供しております。また、香港証券取引所とライセンス契約を締結し、リアルタイムの株価情報

の提供も行っております。 

E. 金融データベース・金融情報ターミナル 

 中国の金融機関向けに、中国上場企業の基本情報などを組み込んだ基礎データベースや、香港株や中国

国債・中国企業社債などに関する情報で構成した専門的なデータベース、それらデータベースを搭載した

金融情報ターミナル等を提供しております。 

  

③ 為替・国際金融情報提供 

 為替・国際金融情報提供は株式会社マネーアンドマネーおよびT&C Cosmic, Inc. が行っております。株式

会社マネーアンドマネーは、為替・国際金融専門情報提供会社です。同社の記者は金融ジャーナリストとし

て、日々の為替相場の動きを捉えつつ、その動きの背後にある情報を、金融機関の為替ディーラーや日本銀

行・財務省・経済産業省などへの取材を通じて、金融機関のディーリングルーム向けに、レポート配信すると

ともに、24時間体制でリアルタイムの為替情報を提供しております。また、米国に拠点を置き、日本語で商品

先物市況等の情報提供を行うT&C Cosmic, Inc. は米国市場の出来事やその分析を日本の金融機関などにレポ

ート形式（コズミックレポート）で配信しております。主要なサービスは以下のとおりであります。 

  

A. 為替・国際金融レポート「Predictor」 

「Predictor」は毎営業日8本から10本、B to B 向けに主にウェブサイト上で提供する為替・国際金融

情報を中心にしつつ、日本株・中国株・コモディティー情報をまとめたレポートです。その内容は、財

務省や日本銀行などの通貨当局の政策から政財界の動き、為替相場のテクニカル分析、為替・債券・株

式の市況情報などであり、相場予測を行う上で必要な情報をタイムリーに提供しております。 

B. リアルタイム為替ニュース「ｆx wave」 

本サービスはインターネット、通信専用線を経由して、リアルタイムで為替市況を24時間配信するニ

ュースシステムです。その内容は、円、米ドル、ユーロといった主要3通貨から、豪ドルなどのオセアニ

ア通貨、英ポンド、カナダドルなど、投資家の間で人気の高い高金利通貨までをカバーする「通常市



況」、相場が急変したときに随時配信する「緊急市況」、マーケットに影響を与える経済指標・イベ

ントの予定やその結果を伝える「指標予定・結果」、その他マーケットの話題などで構成されており、

為替取引を行う上での必要十分な情報を網羅しております。本サービスは証券会社や、為替証拠金取引

業者などの会員制ウェブサイトを通じて、個人投資家向けに提供されております。 

C. コンテンツ提供 

 為替マーケットについての動きを毎営業日提供する「モーニングレポート」「デイリーレポート」及

び毎週2回提供する「スペシャルレポート」を中心に、証券会社、為替証拠金取引業者などの会員制ウェ

ブサイトを通じて、個人投資家向けに提供されております。 

D. コモディティーレポート「コズミックレポート」 

   「コズミックレポート」はエネルギー、農作物、貴金属、ソフトなどのコモディティー情報を中心に、

毎営業日、ニューヨークから情報提供しております。 

  

(2) 金融アドバイザリー事業 

① アドバイザリー業務 

 T&C NY, Inc. 及びT&C Financial Advisor (Schweiz) AG が中心となり、オフショア（ケイマン諸島）に

設立されたT&C Capital, Ltd.、T&C Guaranty, Ltd.、T&C Ventures, Ltd. などのSPC(特別目的会社)等を有

効活用して、投資対象、投資スキーム、投資タイミングなどを投資家に情報として提供するアドバイザリー

業務を行っております。具体的には、両社が投資対象やオフショアを活用した投資スキームを投資家にアド

バイスしております。投資対象は国内外のインデックス先物、外国為替、株式、未公開株式、知的財産権、

不動産、映画など多岐にわたっております。 

 これらの情報を判断の材料として自己責任で投資を希望する投資家に対して、T&C Capital, Ltd. が私募

債を発行し投資家の資金を受け入れるスキームが定着しております。T&C NY, Inc. 及びT&C Financial 

Advisor (Schweiz) AG はT&C Capital, Ltd. とのアドバイザリー契約に基づき投資アドバイスを行い、T&C 

Capital, Ltd. を通じて投資家よりアドバイザリー業務の対価として、管理料収入や成功報酬を受け取るこ

とになります。 

   

② コンサルティング業務 

 T&C Pictures, Inc. 及びT&C NY, Inc. では、それぞれの専門性を活かして事業会社等に対し、コンサル

ティング業務を行っております。 

  

③ 責任投資業務 

 当社は子会社が行う金融アドバイザリー事業が円滑に行われるために、当社の自己資金を利用してT&C 

Capital, Ltd. が発行する私募債やT&C Ventures, Ltd. が発行するインベスターシェアを購入いたします。

これは私募債・インベスターシェアを購入する外部の投資家と同じ立場で当社がそれらを購入することで、

投資家の信頼を得ることとなり、金融アドバイザリー事業の信用補完、事業の拡大につながることになりま

す。購入した私募債は償還までの保有を原則と致しますが、発行スキームによっては中途で売却するケース

があります。責任投資による損益は営業投資有価証券償還（売却）損益として当社の営業損益の区分に表示

することとしております。 



当社グループの事業系統図は以下のとおりです。 

投資情報提供事業 

 

金融アドバイザリー事業 

 



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えています。 

                    (株)トレーダーズ・アンド・カンパニー (株)T&Cトランスリンク 

 
(株)マネーアンドマネー          T&C NY, Inc. 

名称 住所
資本金又は 
出資金 

 

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(連結子会社)

東京都港区 80,000千円
投資情報提
供事業

100.00

・管理業務の受託 
・経営指導 
・資金の借入 
・役員の兼任有

(株)トレーダーズ・アンド・カ
ンパニー 
  (注)2. 4

(株)T&Cトランスリンク 
  (注)2. 4

東京都港区 30,000千円
投資情報提
供事業

100.00

・管理業務の受託
・経営指導 
・資金の借入
・役員の兼任有

Financial China Information 
 & Technology Co.,Ltd. 
  (注)2

中国上海市 8,000千元
投資情報提
供事業

72.75
・子会社取引先 
・資金の貸付
・役員の兼任有

(株)マネーアンドマネー 
  (注)2. 4

東京都港区 10,000千円
投資情報提
供事業

100.00

・管理業務の受託
・経営指導 
・資金の借入
・役員の兼任有

 
T&C Cosmic, Inc. 
 

アメリカ合
衆国ニュー
ヨーク州

100,000US$
投資情報提
供事業

100.00

・管理業務の受託
・経営指導 
・資金の貸付
・役員の兼任有

T&C NY, Inc. 
   (注)2. 4

アメリカ合
衆国ニュー
ヨーク州

150,000US$
金融アドバ
イザリー事
業

100.00
・管理業務の受託 
・経営指導 
・役員の兼任有

T&C Financial Advisor (Schweiz) 
AG

スイスチュ
ーリッヒ

250,000CHF
金融アドバ
イザリー事
業

100.00
・管理業務の受託 
・経営指導

T&C Pictures, Inc. 
   (注)2

アメリカ合
衆国カリフ
ォルニア州

500,000US$
金融アドバ
イザリー事
業

100.00
・管理業務の受託 
・経営指導 
・役員の兼任有

T&C Ventures, Ltd. 
  (注)2

英国領ケイ
マン諸島

20,000千円
金融アドバ
イザリー事
業

100.00

・役員の兼任有
・インベスターシェ
アの購入

・資金の貸付

T&C Guaranty, Ltd.
英国領ケイ
マン諸島

11,000千円
金融アドバ
イザリー事
業

100.00 ・役員の兼任有

T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 
  (注)2

英国領ケイ
マン諸島

100千円
金融アドバ
イザリー事
業

100.00 ─

その他３社 ─ ─ ─ ─ ─
(持分法適用関連会社) シンガポー

ル
5,344,649S$ 投資情報提

供事業
30.00 ─

NextVIEW Pte Ltd

その他２社 ─ ─ ─ ─ ─

主要な損益情報等 売上高 ： 337,351千円 270,081千円

経常利益 ： 43,832千円 31,527千円

当期純利益 ： 26,251千円 18,052千円

純資産額 ： 137,818千円 50,384千円

総資産額 ： 177,129千円 93,439千円

売上高 ： 259,669千円 160,992千円

経常利益 ： 58,783千円 48,160千円

当期純利益 ： 30,703千円 25,395千円

純資産額 ： 40,596千円 67,188千円

総資産額 ： 106,314千円 144,631千円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年11月30日現在 

 
(注)１ 従業員数は就業人員であります。 

   ２ 従業員数が最近１年間において、18名増加しておりますが、これは事業拡大によるものです。 

(2) 提出会社の状況 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

投資情報提供事業 128

金融アドバイザリー事業 2

全社（共通） 14

合計 144

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

14 37 1.5 5,490



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

  

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アジア向けを中心に輸出が好調に推移する一方、建築確認の厳格

化により住宅着工が落ち込みを示すなど、内需より外需、家計部門より企業部門が景気を牽引する中で、緩や

かな景気回復を辿りました。企業業績においても、新興国・輸出関連企業を中心に増益が目立つ総じて堅調な

拡大を続けていますが、米国経済の減速懸念、円安差益の剥落、原材料価格の上昇など、収益圧迫要因の顕在

化により業況悪化への警戒感も強まっています。世界の株式市場では、米国の信用力の低い個人向け住宅融資

(サブプライムローン）問題に端を発した金融・資本市場の混迷を受け、夏場以降は調整色の強い展開となりま

した。わが国の株式市場も日経平均は堅調な企業業績に裏打ちされる形で7月には年初来高値圏での動きを見せ

たものの、サブプライム問題の影響により相場が低迷を余儀なくされ、11月には年初来安値の14,669円を付け

た後、15,680円で期末を終えました。 

 このような環境下、当社グループの事業領域である金融界では、「貯蓄から投資へ」の大きな流れは継続

しておりますが、サブプライム問題による世界的な株式市況の悪化や急速な円安修正により、一時的に投信売

上が鈍るなどリスク商品に対して投資家の慎重な姿勢が目立ちました。又、拡大を続けてきた外国為替証拠金

取引にもリスク管理強化の機運が高まりました。一方、株式から商品先物まで扱う総合取引所構想の実現化に

向けた動きが始まり、海外の株価指数に連動するETF(指数連動型上場投資信託）が上場するなど、高まる国際

分散投資のニーズに応えるべく市場の改革も進んでおります。こうした流れを受け、投資情報提供業界におい

ても従来の枠を超えた総合力を競う時代に入ったといえます。 

当社におきましては、このような業界の動きをビジネスチャンスと捉え、「国際分散投資」を軸に、情報提

供事業においても金融アドバイザリー事業においても、品揃えの多様化を図りながら質と機能の向上に取り組

んで参りました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,448,813千円（前年同期比263,470千円の増加）、営業利益は

266,983千円（前年同期比81,736千円の増加）、経常利益は229,182千円（前年同期比70,985千円の増加）、当

期純利益については126,468千円（前年同期比21,070千円の増加）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 投資情報提供事業 

当連結会計年度における、投資情報提供事業の売上高は1,011,955千円（前年同期比180,946千円の増加)、営

業利益は242,090千円（前年同期比125,821千円の増加）となりました。各サービスの売上高は以下のとおりで

す。 

  

A. 日本株情報提供 

日本株情報提供においては、期末に向け相場が軟調を強いられるなか、ロイター社、クイック社、ブルーム

バーグ社などの情報端末を通じて金融機関向けに株式市場のニュースをリアルタイムで提供する「トレーダー

ズ・ダイレクト」の売上は、ほぼ横ばいで推移しましたが、個人投資家向け有料株式情報サイト「トレーダー

ズ・プレミアム」は、個人投資家の投資意欲減退を映じて会員数純減となりました。それらの結果、売上高は

334,755千円（前年同期比10,432千円の減少)となりました。 

  

B. 中国株情報提供 

中国株情報提供では、欧米主要国の株式市場が調整色を強めるなかでの中国株式市場の好調持続を背景に、

「中国株リアルタイム株価」「中国株二季報」を中心に売上は順調に推移しました。また、中国本土における

金融機関への金融データ・金融情報ターミナルの提供業務についても、市場の参加者増加に歩調を合わせる形

で情報ニーズが拡大し、顧客数・売上はともにほぼ倍増しました。それらの結果、売上高は381,448千円（前年

同期比131,241千円の増加）となりました。 

  

C. 為替・国際金融情報提供 



為替・国際金融情報提供では、サブプライム問題に端を発した急激な円高進行で、外国為替証拠金取引業界

も業者に対する財務の健全性と顧客資産の管理強化を求める声が一段と高まりましたが、投資家サイドでは為

替情報へのニーズが引き続き高まった結果、多通貨に亘る24時間リアルタイム為替ニュース「fx wave」の販売

が好調に推移しました。それらの結果、売上高は295,751千円（前年同期比60,137千円の増加）となりました。

  

② 金融アドバイザリー事業 

当連結会計年度における金融アドバイザリー事業の売上高は436,858千円（前年同期比82,524千円の増加）、営

業利益は292,838千円（前年同期比22,268千円の増加）となりました。各業務の売上高は以下のとおりです。 

  

A. アドバイザリー業務 

T&C NY, Inc. 及びT&C Financial Advisor (Schweiz) AG が管理・運用を受託しているT&C Capital, Ltd.  

発行の私募債残高が増加したことによる管理業収入販売手数料が増加するとともに、私募債の償還に伴う成功

報酬の計上により、当業務の売上高は287,028千円（前年同期比123,904千円の増加）となりました。 

  

B. コンサルティング業務 

T&C Pictures, Inc. 及びT&C NY, Inc. が、それぞれの専門性を活かして事業会社等に対してコンサルティ

ングを行っておりますが、前年までT&C NY, Inc. にて行っていた金融機関等に対するコンサルティング契約

の更新を見送ることとしたため、当連結会計年度における売上高は7,315千円（前年同期比12,823千円の減

少）となりました。 

  

C.  責任投資業務 

当社は子会社が行うアドバイザリー業務が円滑に行われるために、当社の自己資金を利用して

T&C Capital, Ltd．が発行する私募債やT&C Ventures, Ltd.が発行するインベスターシェアを購入しておりま

す。当連結会計年度では購入した私募債の償還が行われましたが、償還額が前年比で抑えられたたことから、

売上高は142,514千円（前年同期比26,599千円の減少）となりました。 

  

所在地別業績は次のとおりであります。 

  

① 日本 

投資情報提供事業では、為替国際金融情報提供が牽引するかたちで、金融機関向にニュースやレポートを

配信するBtoB サービス、及び証券会社等のウェブサイトを通じて個人投資家に投資情報を提供する

BtoBtoC サービスでは順調に売上を伸ばし、BtoC サービスでは、中国株情報提供において「中国株二季

報」、ウェブ「TRANSLINK」が前年を大幅に上回る売上を示しましたが、日本株情報提供において個人投資

家の投資意欲減退を背景とした会員数純減にともなう売上の落ち込みを示しました。 

 金融アドバイザリー事業においては、当社が所有する私募債の償還が行われましたが、償還額は前年を下

回りました。 

 以上の結果、日本における売上高は993,628千円（前年同期比78,319千円の増加）、営業利益は204,544千

円（前年同期比59,276千円の増加）となりました。 

  

② 米国 

投資情報提供事業については、契約数の低迷に伴い売上は減少しました。また金融アドバイザリー事業に

おいては、アドバイザリー契約に基づく私募債の発行残高の増加による管理料収入及び販売手数料の増加、

及びエンターテインメント関連投資からの売上がありましたが、欧州における金融アドバイザリー拠点

T&C Financial Advisor (Schweiz) AG に運用業務の一部を移管したことから、売上高は220,904千円（前年

同期比7,624千円の減少）、営業利益は24,376千円（前年同期比50,346千円の減少）となりました。 

  



③ 中国 

中国の金融機関向けに金融データベース・金融情報ターミナルの提供を行っておりますが、市場の参加者

増加に歩調を合わせるかたちで堅調に売上を伸ばしました。一方、データベースの品質を高めるための設備

投資、人材の確保を先行して進めております。その結果、売上高は113,488千円（前年同期比71,983千円の

増加）、営業損失は9,059千円（前年同期比20,195千円の減少）となりました。 

  

④ 欧州 

当連結会計年度より、欧州における金融アドバイザリー拠点として、T&C Financial Advisor (Schweiz) 

AG を設立いたしました。これまでT&C NY, Inc. にて行っていた業務の一部を同社で行うこととなった結

果、売上高は113,333千円、営業利益は98,553千円となりました。 

  

⑤ ケイマン諸島 

ケイマン諸島における連結対象となるSPCの売上高は、為替取引等による資産運用の結果、7,458千円（前

年同期比7,458千円の増加）、営業損失は6,365千円（前年同期比3,928千円の増加）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により52,577千円増加し、投資活動により1,279,501

千円減少し、財務活動により1,484,410千円増加いたしました。この結果、現金及び現金同等物は245,984千円の増

加となり、期末残高は481,746千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は、前連結会計年度に比べ22,212千円減少し、52,577千円となりました。こ

れは、売上債権の増加25,538千円、未払金の減少170,695千円、法人税等の支払額81,971千円などによる減

少があったものの、税金等調整前当期純利益277,085千円、営業投資有価証券の減少87,895千円などによる

増加があったためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度に比べて633,024千円増加し、1,279,501千円となりまし

た。これは、投資有価証券の売却による収入104,346千円などがあったものの、投資有価証券取得による支

出213,328千円、映画製作費の支出489,599千円、無形固定資産の取得による支出254,523千円及び関係会社

株式取得のための支出274,572千円があったことが主な要因であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により得られた資金は、前連結会計年度に比べ928,478千円増加し、1,484,410千円となりまし

た。これは、長期借入の返済による支出133,577千円、社債の償還による支出65,400千円などによる減少が

あったものの、短期借入金による収入696,621千円、長期借入れによる収入180,000千円、株式の発行による

収入420,796千円、少数株主からの払込みによる収入414,392千円による増加があったためであります。 

区分 平成18年11月期 平成19年11月期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー(千円) 74,790 52,577 △22,212

投資活動によるキャッシュ・フロー(千円) △646,476 △1,279,501 △633,024

財務活動によるキャッシュ・フロー(千円) 555,931 1,484,410 928,478

現金及び現金同等物の期末残高（千円） 235,761 481,746 245,984



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

    当社グループは製品の生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

    当社グループは受注生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

前連結会計年度（自平成17年12月1日 至平成18年11月30日）及び当連結会計年度（自平成18年12月1日 至平

成19年11月30日）における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

事業の種類別セグメントの
名称

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

販売高（千円） 販売高(千円) 前年同期比(％)

投資情報提供事業 831,009 1,011,955 21.8

金融アドバイザリー事業 354,333 436,858 23.3

合計 1,185,342 1,448,813 22.2

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高(千円) 割合（％）

T&C Capital, Ltd. 331,778 28.0 407,907 28.2



３ 【対処すべき課題】 

  

当社グループは、これまでお客様に有益な投資情報を中立的な立場で提供するために、情報配信体制の確立、優秀

な人材の確保、内部管理体制の強化を進めて参りました。今後、更なる信頼を得ると共に総合金融情報提供会社とし

ての地位を確立していくために、当社グループが対処すべき課題とその対処方針は次のとおりであります。 

  

(1) コンテンツのクオリティアップ 

当社グループが提供する投資情報は、証券会社を中心に幅広く利用されていることから、そのクオリティは評

価されていると考えておりますが、投資のグローバル化、投資商品の多様化の進むなかで、今後は、投資家のさ

まざまな投資情報ニーズにこたえられるよう、既存コンテンツの質を向上させるとともに、海外の情報拠点を有

効に活用することで、コンテンツの充実を進め国際分散投資に資するオリジナリティーの高い投資情報の作成に

取り組んで参ります。 

     

(2) 個人会員の獲得の強化 

当社グループはインターネットを通じて、B to C 向けに日本株投資情報サイト「トレーダーズ・プレミア

ム」、中国株投資情報サイト「TRANSLINK」を運営しております。各市場での個人投資家の裾野は拡大している

ことから、今後はコンテンツのクオリティアップ、サイトの活性化を図ることで、新規会員の獲得に力を入れて

参ります。 

  

(3) システム部門の強化 

当社グループはインターネットをはじめIT技術を利用した情報提供を行っており、安定的なシステム運用を行

うことが必要不可欠であります。そのために、システム部門の人材の確保、情報インフラの整備を進めて参りま

す。 

  

(4) 営業部門の強化 

当社グループは、金融機関を中心に日本株、中国株、為替・国際金融に関する投資情報を提供しております

が、今後は、これまでのコンテンツに加えて、海外の各拠点・提携企業のコンテンツ等を有効活用したサービス

を提供し、事業の拡大を行って参ります。そのためには、顧客が必要としている投資情報の把握はもとより、顧

客が期待しているもの以上の投資情報提供の提案をしていく営業姿勢が必要不可欠となります。従いまして、人

材の確保、教育を通じた営業部門の強化を進めて参ります。 

  

(5) 投資情報提供事業と金融アドバイザリー事業のチャイニーズウォールの強化 

当社グループは、投資情報提供事業と私募債の組成、運営、管理を行う金融アドバイザリー事業を行っており

ますが、利益相反取引が行われないために規程を定めて役職員に情報管理の徹底を図ると共に、情報開示を積極

的に進めて参ります。また、物理的に情報漏えいの監視を行うためのシステム投資を積極的に行って参ります。

  

(6) 人材の育成・確保 

当社グループは、クオリティの高い投資情報を、中立的な立場で、スピーディーに提供をするために、グル

ープ全体で、社内教育を通じた人材の育成、および専門知識を有した外部からの人材の招聘を進めて参ります。

また、グループ全体の業務が見通せる幹部社員の育成にも力を入れて参ります。 

  

(7) 内部管理体制の強化 

当社グループは、平成21年11月期連結会計年度より金融商品取引法における内部統制にかかる報告が義務付

けられます。これまでも、管理部門の人材の確保、育成、コンプライアンス機能の強化、業務マニュアルの整備

等を行って参りましたが、今後は、法令に準拠した内部統制システムの構築、運用に一層力を入れて、内部管理

体制の更なる強化を推進して参ります。 



４ 【事業等のリスク】 

当社グループのビジネスモデルを遂行するにあたり、そのリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

があると考える事項を記載しております。また、必ずしも事業上のリスクに該当しなくても、投資家の判断に重要で

あると考えられる事項については投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。  

なお当社は、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の防止及び発生した場合の対応に最大限努める方

針ですが、本項目の記載は当社の事業又は本株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありません。本株

式に関する投資判断は本項目以外の記載内容等も合わせて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えておりま

す。  

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年2月25日）現在において当社グループが判断し

たものであります。 

  

(1) 当社グループを取り巻く事業環境について 

  

① 市況の影響について 

当社グループは、日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供、金融アドバイザリー事業等

を展開しており、特定のマーケット環境に依存しないような事業ポートフォリオを構築しておりますが、国内

外の株式市況の動きは、金融機関・個人投資家の投資動向に大きく作用いたします。また、当社は資本・業務

提携を行っており、かかる相手先企業の株価も株式市況の動きに影響を受けることがあります。そのため、国

内外の株式市況が大きく変動する場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 取引先である金融機関について 

当社グループは、投資に関する情報提供を行っているため、その法人取引先の大半は金融機関が占めており

ます。従いまして、取引先金融機関の事業計画の変更、金融機関を取り巻く外部環境の変化により、当社グル

ープとの取引の見直し、新規契約締結の遅延などが生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

  

③ インターネット環境について 

当社グループはインターネットを通じて情報提供を行っております。その結果、情報の受け手側は場所や時

間の制約を受けずに情報入手を行うことが可能になっております。しかしながら、今後インターネットを取り

巻く環境の変化により、関連省庁、関連団体により新たな法規制、自主規制が行われた場合、当社グループの

情報提供方法が制限されることが考えられます。その結果当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

  

④ 競合他社について 

当社グループは、各子会社が創業当時より、情報入手ルートの整備、情報提供手段の効率化、インターネッ

ト等の技術進歩に対応するために設備投資を行い、競合他社との差別化を図ってまいりました。その結果、各

子会社のブランド力も高まり、他社が当社グループと同様のサービスを行うためには、コストと時間が必要と

なります。しかしながら、より認知度の高いブランドを有する企業の業界参入、取引先金融機関による独自の

情報配信サービスの立ち上げなどによって、当社グループのサービスの見直し、価格の引き下げ要求などによ

り、事業計画の変更を余儀なくされた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑤ 当社グループが係わる諸法制・規則について 

当社グループでは、インターネットやレポート形式で情報提供を行っているため「著作権法」の遵守が求め

られます。また、ウェブサイト上で、バナー広告、インターネットによる書籍の販売、掲示板の提供を行って

おりますので、「不当景品類及び不当表示防止法」「特定商取引法」「プロバイダー責任制限法」の規制をう

けることになります。投資助言業のライセンスをもつ株式会社T&Cフィナンシャルリサーチでは「金融商品取引

法」「金融商品取引業者等に関する内閣府令」および日本証券業協会理事会決議「アナリスト・レポートの取

扱い等について」、米国でCTA（Commodity Trading Advisory）のライセンスを所有するT&C NY, Inc. はNFA

（National Future Association）及びCFTC（Commodity Futures Trading Commission）の法規に則って業務を



行わなければなりません。これらの諸法令の変更等により、当社グループが行う情報提供、その他のサービ

スに規制が加わり、業務に支障が生じた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑥ 情報の受領について 

当社グループは投資情報を取り扱うため、情報の管理に細心の注意を払っております。具体的には、内部情

報管理規程を定め、役職員が株式を売買した場合の報告義務や、売買そのものへの制限を規定しております。

また、未公表の重要事実を入手した場合に適切な情報管理を行うよう指導を徹底し、インサイダー規制違反を

起こさないよう取り組んでおります。しかしながら、当社グループの役職員が規程に違反するなどしてインサ

イダー取引行為を行った場合には、当社グループのブランドイメージの毀損につながり業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

(2) 事業運営について 

  

① 投資家への情報提供について 

当社グループでは、個人投資家向けの投資情報提供事業として、インターネットを通じて、自社のホームペ

ージ上で株式投資に関しての情報提供を行っております。インターネットを利用して株式投資を行う個人投資

家が増加傾向をたどる中、当社グループのウェブサイト利用者も増加しております。提供する情報の内容には

細心の注意を払っておりますが、当社グループの情報を参考にして投資判断を行って損失を被った個人投資家

によって、当社グループについての風評が数多く生じた場合には、当社グループのイメージの低下や、個人会

員数が減少するなど、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、金融アドバイザリー事業

では、海外に設立した特別目的会社（SPC）が発行する私募債等を活用したアドバイザリー業務を行っておりま

すが、当該私募債購入等によって投資家が損失を被るなどして、当社グループについての風評が数多く生じた

場合にも、同様に影響を与える可能性があります。 

  

② 編集方針について 

当社グループでは、アナリストや編集記者が投資家に有用と思える情報をリアルタイムで提供しておりま

す。レポートや記事の作成については、当社グループで定めた編集方針に基づき業務を行っております。しか

しながら、リアルタイムで情報を配信するため、記事校正の時間が不足するなどして、十分な校正が行われ

ず、著作権侵害などの紛争が生じる可能性があります。その結果、ブランドイメージが損なわれたり、損害賠

償請求が生じた場合、当社のグループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

③ 取引先との関係について 

当社グループは、情報ベンダーの情報端末を通じて、各金融機関にリアルタイムの投資情報を提供しており

ます。情報ベンダーには当社グループの情報を利用する顧客数に応じて販売手数料を支払っております。現在

までのところ、これらの取引先との関係は良好であり、着実に情報利用金融機関が増加しております。しかし

ながら、これらの取引先との契約が更新されなかった場合、あるいは販売手数料の引き上げが行われた場合、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

④ システムについて 

当社グループはインターネットなどの情報配信システムを通じて情報提供を行っております。そのため、積

極的なシステム関連投資を行うとともに、日進月歩する情報配信技術やセキュリティー関連技術を取り入れ、

最適な環境下で情報提供を行うよう努めております。しかしながら、システムの利用・管理においては100％完

全なことはなく、予想外のシステム障害に見舞われる可能性は排除できません。また予期しない災害、停電、

インターネットウイルス、不正アクセスなどによって情報配信が停止する懸念があります。その場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

  



⑤ 個人情報の保護について 

当社グループは、会員制の投資情報サイトの運営、自社出版書籍の通信販売を行っており、個人情報を社内

で管理しております。当社グループは、個人情報を取扱う内部体制を強化し、システム的なセキュリティーに

も対策を講じております。しかしながら、個人情報の漏洩が何らかの形で生じた場合、ブランドイメージの毀

損、損害賠償など当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑥ 金融アドバイザリー事業について 

当社の子会社である T&C NY, Inc. 及びT&C Financial Advisor (Schweiz) AG は、投資家の資金運用等の

アドバイスを行っております。同社の収益は投資家から運用の助言を委託された運用資金残高、運用成績等に

大きく影響されます。今後、マーケット環境の変化、法令、会計制度の変更等により、計画通りに運用残高が

増加しない、あるいは運用成績が低迷する場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

また、当社は、責任投資業務として、当社子会社のSPCが発行する私募債、およびインベスターシェアを購

入しております。そのため、投資対象のパフォーマンスおよび市況等の影響により運用成績が大きく変動した

場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑦ 連結の範囲について 

平成18年9月8日に実務対応報告第20号「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実

務上の取扱い」が企業会計基準委員会より公表されました。 

当社では、金融アドバイザリー事業で活用するSPC等を支配力基準に基づき連結の範囲に含めるか否かを判

断することとしておりますが、上記実務対応報告の公表に伴い、T&C Capital, Ltd. については発行する私募

債の総額に対する当社の責任投資による所有割合をもって、持分法適用非連結子会社として取扱うこととして

おります。 

しかしながら、今後当社の予測しない事態が生じて、これらのSPC等を連結の範囲に含めるか否かの判断に

変更が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

参考までに、平成19年11月期連結会計年度末における当社が責任投資業務として所有する、

T&C Capital, Ltd. 発行の私募債の所有割合を以下に記載します。なお、所有割合については、監査法人によ

る監査は受けておりません。 

  

当社の責任投資業務としての所有割合（平成19年11月30日現在） 

 
  

⑧ 会計基準・税制等について 

当社グループは、金融アドバイザリー事業を行っており最先端の金融商品等を投資対象としております。こ

れら投資対象に対する会計・税制については、事業展開する各国により会計基準・税制が異なる分野が存在し

ます。当社としましては、適正と考える会計基準等に則り業務を進めて参りますが、実際に適用される会計基

準・税制に不一致が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 組織について 

  

① 人材の確保・育成について 

当社グループでは、情報提供のフィールド毎に専門知識を有した人材、また日々の業務をこなすだけでな

く、自ら進んで業務を切り拓いていく人材の確保、育成が必要と考えております。事業規模の拡大と共に、優

秀な人材の招聘も行っておりますが、思うような人材の確保が進まない場合や、既存の人材の社外流出が生じ

た場合などには、当社グループの事業活動及び業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

発行総額 

(千円)

所有金額 

(千円)

所有割合

（％）

T&C Capital, Ltd. 発行の私募債 3,459,896 370,000 10.69



② 特定人物への依存について 

当社代表取締役田中茂樹は当社グループの経営方針、経営戦略の策定、グループ会社の管理業務等において

重要な役割を果たしております。当社は同人に依存しない体制作りに努めておりますが、グループ全体を取り

纏めていくという点で、現時点ではなお同人の影響がかなり大きい状況にあります。現在のところ、同人が退

任する予定はありませんが、同人が何らかの理由により業務を継続する事が困難になった場合、当社グループ

の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 新規事業について 

  

当社グループでは、当連結会計年度より、金融アドバイザリー事業の一環として、エンターテインメントに

特化したアドバイザリー業務を開始しております。当該業務は、これまで行ってきた金融アドバイザリー業務

のノウハウを活用して、投資家の資金を映画等を投資対象として運用するものであります。当該業務の業績は

製作した映画の配給実績等により影響を受けることになります。  

 また、アジアにおける投資情報提供事業の拡大を目的に、シンガポールで投資情報提供事業を行っている

NextVIEW Pte Ltd に出資を行い持分法適用会社といたしました。   

 これらの新規事業が計画通りに進展しない場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 さらに、当社グループは、最適な事業ポートフォリオを構築し、事業の安定的拡大を目指して、今後も新規

子会社設立や、M&A等の手法を利用した企業規模の拡大、映画をはじめとする知的財産権を有効活用した収益力

の向上を目指していく予定であります。しかしながら、これらの計画が予定通りに進まない場合には、当社グ

ループの業績に悪影響を与える可能性があります。  

  

(5) 知的財産権について 

  

当社グループでは、商標権などの法的に保護されるべき権利を積極的に取得しております。また、第三者の

知的財産権に関しては、「権利の侵害を行わない」という方針に基づき、投資情報や記事の作成・配信におい

て、当社グループで定めた編集方針に則り、第三者の著作権その他の権利を侵害しないように管理体制を強化

しております。しかしながら、当社グループの知的財産権が効果的に取得できずに第三者との間に紛争を生じ

た場合、また、当社グループの管理体制の不備により、第三者に対する権利侵害が生じ、損害賠償請求や訴訟

提起等を受けた場合には、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

(6) 今後の事業展開について 

  

① 海外展開について 

A 中国関連事業について 

当社グループは、今後の中国の経済成長、中国株式市場の取引環境の整備をふまえ、中国株式情報提供サ

ー ビ ス を 強 化 し て お り ま す。具 体 的 に は、当 社 子 会 社 で あ る 中 国 上 海 市 の

Financial China Information & Technology Co., Ltd. の金融データベースを活用することで、情報の正

確性、信頼性を高めるとともに、中国本土での情報提供事業にも進出しております。また、中国駐在員事務

所の設立に向け準備を進めております。しかしながら、中国の金融市場に対する法律、政策の変更などによ

り、当初計画した事業展開が計画通りに進まない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

B 欧米での事業展開について 

当社グループでは、金融アドバイザリー事業および為替・国際金融情報提供業務をニューヨークを拠点

に、エンターテインメントに特化した金融アドバイザリー事業をカリフォルニア州に、欧州マーケットを対

象とした金融アドバイザリー拠点をスイスのチューリッヒに設け、事業を行っております。これら欧米での

事業展開が計画通りに進まなかった場合には、当社グループの事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

  

C 外貨建取引について 

当社グループの海外での事業展開に伴い、外貨建て資産、外貨建て取引が増加しております。今後、為替



相場が大きく変動した場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

② グループ組織再編について 

当社は、平成19年12月に株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニー、株式会社T&Cトランスリンク、株式

会社マネーアンドマネーを、株式会社T&Cフィナンシャルリサーチ、株式会社T&Cフィナンシャルテクノロジ

ーズに組織再編するとともに、T&C Financial Reseach USA,Inc.（旧T&C Cosmic,Inc.）を株式会社T&Cフィ

ナンシャルリサーチの子会社とする株式譲渡を行いました。これら組織再編により、当社としましては、こ

れまで以上にクオリティの高い投資情報コンテンツの制作、およびユーザーの業務発展につながるベストな

ソリューションの提供を進めていく予定ですが、再編効果が計画通りに現れない場合、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

 また、平成20年1月及び2月に金融アドバイザリー事業のオフショアでの事業完結を目的とした子会社の設

立等の組織再編を行いましたが、同様に再編効果が計画通りに現れない場合、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。  

  

(7) その他 

  

① 新株予約権について 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権を当社及び当社子会社の役

員及び従業員に対して付与しており、今後も役員及び従業員の業務に対するモチベーションを高めるため

に、ストックオプション制度を活用していく予定であります。今後、既存のストックオプションや将来付与

する新株予約権について、権利行使がなされた場合には、当社株式の一株当たりの株式価値が希薄化する可

能性があります。 

 なお平成19年11月30日現在、ストックオプションによる潜在株式数は882株であり、発行済株式総数12,858

株の6.9％に相当しております。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

経営上の重要な契約等 

 
  

 
  

 
  

子会社の再編に係る契約 

当社は、平成19年8月31日開催の取締役会において、いずれも当社全額出資子会社である株式会社トレーダー

ズ・アンド・カンパニー、株式会社T&Cトランスリンク、株式会社マネーアンドマネーの３社を会社分割・合併

により組織再編することを決議し、平成19年9月14日開催の取締役会において、詳細事項を決定いたしました。 

  

（1）再編の目的 

当社グループは、これまで各子会社が縦割りで投資情報を提供しておりましたが、①国際分散投資に役立つク

オリティーの高い投資情報を、投資家のニーズにあわせて、よりタイムリーに提供し、国際競争力を高める体制

を構築すること、および②金融機関等法人顧客の投資情報に対するニーズを的確に収集・分析し、ユーザーフレ

ンドリーなプラットフォームを構築するソリューション提供会社を設立することを目的に、組織再編を行うこと

といたしました。 

  

（2）会社分割・合併の要旨 

① 株式会社T&Cトランスリンクと株式会社マネーアンドマネーにおける吸収合併 

株式会社T&Cトランスリンクと株式会社マネーアンドマネーは、平成19年9月14日の各々の取締役会におい

て、平成19年12月1日を合併の効力発生日として、株式会社T&Cトランスリンクが株式会社マネーアンドマネー

を吸収合併することを決議し、平成19年9月18日に合併契約を締結いたしました。 

契約の名称 TRADERS & COMPANY AND REUTERS JAPAN DATA PROVIDERS AGREEMENT

契約会社名 株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニー

契約相手先 ロイタージャパン株式会社

契約年月日 平成13年2月14日

契約期間 平成13年2月14日より平成15年2月13日（この期間終了後は1年毎の自動更新）

契約の内容 ロイタージャパン株式会社の情報端末を通じてリアルタイムの株式ニュースを配信し、

売上の30％を同社に手数料として支払う。

契約の名称 情報取得契約書 

契約会社名 株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニー

契約相手先 株式会社QUICK

契約年月日 平成14年7月22日

契約期間 平成14年7月22日より平成15年7月21日（この期間終了後は1年毎の自動更新）

契約の内容 株式会社QUICKの情報端末を通じてリアルタイムの株式ニュースを配信し、売上の30％

を同社に手数料として支払う。

契約の名称 MARKET DATAFEED SERVICE AGREEMENT

契約会社名 株式会社T&Cトランスリンク

契約相手先 香港交易所

契約年月日 平成17年3月17日

契約期間 期間の定めなし（6ヶ月前に書面にて通知を行うことで解約可能）

契約の内容 香港証券取引所が提供するリアルタイム株価データをインターネットを通じて第三者に

提供するためのライセンス契約。



  

A 合併の方法 

株式会社T&Cトランスリンクを存続会社とし、株式会社マネーアンドマネーは解散する。 

  

B 合併に際して発行する株式及び割当 

両社は、当社が発行済株式の全てを保有する完全子会社であるため、株式会社T&Cトランスリンクは、株

式会社マネーアンドマネーの株主名簿に記載された株主に対して株式を割当交付しない。 

  

C 合併の期日 

平成19年12月１日 

  

D 財産の引継 

株式会社マネーアンドマネーは平成19年5月31日現在の貸借対照表、その他同日現在の計算書を基礎と

し、これに効力発生日前日までの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を効力発生日において株式

会社T&Cトランスリンクに引き継ぐ。 

  

E 吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収合併後） 

資本金    30百万円  

  事業内容  投資情報提供事業  

  

② 株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーを承継会社とし、株式会社T&Cトランスリンクの一部事業を吸収

分割 

株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーと株式会社T&Cトランスリンクは、平成19年9月14日の各々の取

締役会において、平成19年12月1日を分割の効力発生日として、株式会社T&Cトランスリンクのコンテンツ作成

事業及び個人向け投資情報提供事業を吸収分割により株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーが承継する

ことを決議し、平成19年9月18日に分割契約を締結いたしました。吸収分割の条件等は以下のとおりです。 

  

A 株式会社T&Cトランスリンクの概要 

住所  東京都港区東新橋二丁目４番１号サンマリーノ汐留  

 代表者 田中茂樹  

 資本金 30百万円  

  

B 承継する事業 

コンテンツ作成事業及び個人向け投資情報提供事業 

  

C 株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーが交付する金銭等 

両社は、当社が発行済株式の全てを保有する完全子会社であるため、株式会社トレーダーズ・アンド・カ

ンパニーは株式会社T&Cトランスリンクに対して株式その他金銭等を割当交付しない。 

  

D 分割期日 

平成19年12月１日 

  

E 承継する資産・負債 

株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーは、株式会社T&Cトランスリンクの当該承継事業にかかる資

産・負債及び各種契約などの権利義務の一切を承継する。 

  



F 吸収分割承継会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収分割後） 

資本金  80百万円  

  事業内容 コンテンツ作成事業及び個人向け投資情報提供事業  

  

③ 株式会社T&Cトランスリンクを承継会社とし、株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーの一部事業を吸収

分割 

株式会社T&Cトランスリンクと株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーは、平成19年9月14日の各々の取

締役会において、平成19年12月1日を分割の効力発生日として、株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーの

法人向け投資情報提供事業を吸収分割によりT&Cトランスリンクが承継することを決議し、平成19年9月18日に

分割契約を締結いたしました。吸収分割の条件等は以下のとおりです。 

  

A 株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーの概要 

住所  東京都港区東新橋二丁目４番１号サンマリーノ汐留  

 代表者 野田和宏  

 資本金 80百万円  

  

B 承継する事業 

法人向け投資情報提供事業 

  

C 株式会社T&Cトランスリンクが交付する金銭等 

両社は、当社が発行済株式の全てを保有する完全子会社であるため、株式会社T&Cトランスリンクは株式

会社トレーダーズ・アンド・カンパニーに対して株式その他金銭等を割当交付しない。 

  

D 分割期日 

平成19年12月１日 

  

E 承継する資産・負債 

株式会社T&Cトランスリンクは、株式会社トレーダーズ・アンド・カンパニーの当該承継事業にかかる資

産・負債及び各種契約などの権利義務の一切を承継する。 

  

F 吸収分割承継会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収分割後） 

資本金  30百万円  

  事業内容 法人向け投資情報提供事業  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項

は、本書提出日（平成20年2月25日）現在において、当社が判断したものです。 

  

（1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの財務諸表は我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計基準に基づいて作成しており

ます。当社の取締役会においては、連結財務諸表の作成に際し、会計上の見積りについて、合理的な見積り金額

を計算しておりますが、実際の結果は異なる場合があります。当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、

当社の連結財務諸表の作成において使用される当社グループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考え

ております。 

① 繰延税金資産 

当社グループは、企業会計上の収益・費用と、課税所得計算上の益金または損金の認識時点が異なることか

ら、会計上の資産・負債と課税所得上の資産・負債の額に一時的な差異が生じる場合において、一定期間内に

おける回収可能性に基づき貸借対照表上に繰延税金資産を計上しています。繰延税金資産の回収可能性は将来

の課税所得の見積りに依存しますので、その見積りが減少した場合は、繰延税金資産が減額され、税金費用が

計上される可能性があります。 

  

② 営業投資有価証券 

当社は、金融アドバイザリー事業のサポートを目的として、当社子会社でケイマン諸島のSPCである

T&C Capital, Ltd.が発行する私募債およびT&C Ventures, Ltd. が発行するインベスターシェアを購入してお

ります。これにより営業投資有価証券償還（売却）損益を受けることとなりますが、これらの私募債およびイ

ンベスターシェアは元本が保証されておらず、営業投資有価証券の時価または実質価額が簿価を大きく下回る

場合には、営業投資有価証券の減損処理を行うことにより、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高の分析 

当連結会計年度の売上高は、1,448,813千円（前年同期比263,470千円の増加）となりました。投資情報提供

事業においては1,011,955千円（前年同期比180,946千円の増加)、また、金融アドバイザリー事業の売上高は

436,858千円（前年同期比82,524千円の増加）となりました。 

日本株情報提供では、金融機関向けの「トレーダーズ・ダイレクト」は順調な売上推移を見せましたが、個

人投資家向け有料株式情報サイト「トレーダーズ・プレミアム」は、個人投資家の投資意欲減退を映じて減少

し、売上高は334,755千円（前年同期比10,432千円の減少)となりました。中国株情報提供では、中国株二季

報、リアルタイム株価・コンテンツ提供、中国本土での金融データベースと総じて商品・サービスの販売が好

調であった為、売上高は381,448千円（前年同期比131,241千円の増加）となりました。為替・国際金融情報提

供では、24時間リアルタイム為替情報「fx wave」の売上が大幅に増加したこと、また、ニューヨークからコモ

ディティ情報を中心に提供される「コズミックレポート」の売上の増加等により、売上高は295,751千円（前年

同期比60,137千円の増加)となりました。 

金融アドバイザリー業務では、管理料収入・販売手数料からなるアドバイザリー収入が順調に伸び、売上高

は287,028千円（前年同期比123,904千円の増加）となりました。コンサルティング業務の売上高は、既存の契

約の見直し等を行った結果、7,315千円（前年同期比12,823千円の減少）となりました。また、責任投資業務に

おいては、私募債の償還等が前年に比べ減少した結果、売上高は142,514千円（前年同期比26,599千円の減少）

となりました。 

  

② 利益の分析 

営業費用は売上原価が501,868千円（前年同期比73,939千円の増加）、販売費及び一般管理費が679,566千円

（前年同期比107,987千円の増加）となりました。その結果、返品調整引当金戻入額と返品調整引当金繰入額の

差額（395千円）を控除した後の差引売上総利益が946,549千円（前年同期比189,724千円の増加）、営業利益

266,983千円（前年同期比81,736千円の増加）となりました。営業外収益は、主に為替取引利益20,432千円、受

取賃貸管理料1,863千円等を計上し、営業外費用は、主に支払利息24,127千円、上場関連費用22,423千円を計上



しました。その結果、経常利益は229,182千円（前年同期比70,985千円の増加）となりました。特別利益とし

て、投資有価証券売却益を49,946千円、特別損失として役員退職慰労金を1,735千円計上したため、税金等調整

前当期純利益は277,085千円（前年同期比118,203千円の増加）となりました。ここから、法人税、住民税及び

事業税141,732千円及び法人税等調整額19,270千円を控除し、少数株主損失10,385千円を利益に加算した結果、

当期純利益は126,468千円（前年同期比21,070千円の増加）となりました。 

  

(3) 資金の財源及び財政状態に関する分析 

① 流動資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて200,058千円増加し、798,791千円となりました。これは主に現金及

び預金が245,984千円増加したことが原因となっております。 

  

② 固定資産 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて1,187,304千円増加し、2,422,588千円となりました。これは主に、

特許権242,350千円、関係会社株式274,572千円、関係会社長期貸付金144,283千円を計上し、また映画制作費が

420,947千円、投資有価証券が105,540千円増加したことが原因となっております。 

  

③ 流動負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて604,654千円増加し、1,327,714千円となりました。これは主に短期

借入金が655,000千円増加したことが原因となっております。 

  

④ 固定負債 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて28,023千円減少し、319,194千円となりました。これは主に長期借入

金が39,322千円増加したものの、社債が65,400千円減少したことが原因となっております。 

  

⑤ 純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて810,731千円増加し、1,574,470千円となりました。これは主に新

株式の発行及び新株予約権の行使により資本金が215,625千円、資本剰余金が208,125千円増加したこと、少数

株主持分が360,703千円増加したこと、及び当期純利益126,468千円を計上したことによるものです。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

  

当連結会計年度は、情報インフラの整備および情報セキュリティーを強化するため、サーバー、パソコン、ソ

フトウェア及び通信システムの取得を中心に投資情報提供事業で12,324千円、金融アドバイザリー事業では、通

信設備を中心に2,067千円、全社(共通)で15,346千円の総額29,738千円の設備投資を実施しました。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 本社事務所は賃貸物件であり、当連結会計年度における賃借料の総額は、63,789千円であります。 

上記以外には、NYオフィスで5,487千円、社宅家賃で436千円、駐車場で600千円があります。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年11月30日現在 

 
(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 

平成19年11月30日現在 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 在外子会社の事務所は賃貸物件であり、当連結会計年度における賃借料の総額は、T&C NY, Inc. で7,749千

円、T&C Pictures, Inc. で3,883千円、 Financial China Information & Technology Co., Ltd. で7,244

千円、T&C Financial Advisor (Schweiz) AG で803千円であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)

建物
工具器具及び 

備品
ソフトウェア 合計

本社
（東京都港区）

―
事務所 
事務用機器

8,759 11,453 9,879 30,092 14

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)工具器具及び

備品
ソフト 
ウェア

合計

㈱トレーダーズ・
アンド・カンパニ
ー

本社 
（東京都港
区）

投資情報提供
事業

事務用機器 2,896 6,606 9,503 12

㈱T&Cトランスリ
ンク

本社 
（東京都港
区）

投資情報提供
事業

事務用機器 3,160 2,733 5,893 13

㈱マネーアンドマ
ネー

本社 
（東京都港
区）

投資情報提供
事業

事務用機器 808 1,439 2,248 6

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)工具器具 

及び備品
ソフト 
ウェア

合計

T&C NY, Inc.
本社
（ニューヨーク）

金融アドバ
イザリー事
業

事 務 用 機
器

6,051 ― 6,051 1

T&C Cosmic, Inc.
本社
（ニューヨーク）

投資情報提
供事業

事 務 用 機
器

2,107 ― 2,107 3

T&C Pictures, Inc.
本社 
（カリフォルニ
ア）

金融アドバ
イザリー事
業

事 務 用 機
器

1,417 ― 1,417 1

Financial China Information & 
 Technology Co., Ltd.

本社（上海）
投資情報提
供事業

事 務 用 機
器

12,384 289 12,673 94



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

    平成19年11月30日現在における設備の新設、除却等に関する計画は、以下の通りであります。 

  

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

  

会社名 事業所名

事業の種類

別セグメン

トの名称

設備の内容

投資予定額 

(千円) 資金調

達方法

着手

年月

完了予

定年月

完成後

の増加

能力
総支 

払額

既支 

払額

提出会社
本社(東京
都港区)

投資情報提
供事業

ソフトウェア及びハードウェ
ア（データセンター移行に伴
うシステム環境再構築）

19,000 4,712 自己資金
平成19

年5月

平成21年

3月
─

提出会社
本社(東京
都港区)

投資情報提
供事業

ソフトウェア及びハードウェ
ア（顧客管理システム、社内
ネットワーク環境再構築）

10,000 2,315 自己資金
平成19

年5月

平成21年

5月
─

提出会社
本社(東京
都港区)

投資情報提
供事業

ソフトウェア及びハードウェ
ア（情報セキュリティー）

18,000 5,585 自己資金
平成18

年10月

平成21年

11月
─

㈱トレーダー
ズ・ア ン ド・
カンパニー

本社(東京
都港区)

投資情報提
供事業

ソフトウェア（ウェブサイト
リニューアル）

16,000 ─ 自己資金
平成19

年5月

平成21年

4月
─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成20年2月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数（株)

普通株式 50,928

計 50,928

種類
事業年度末現在
発行数(株) 

(平成19年11月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年２月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,858 12,858

大阪証券取引所

(ニッポン・ニュー・

マーケット―「ヘラ

クレス」)

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準とな

る株式

計 12,858 12,858 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成17年法律第87号による改正前の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
(注) １  平成17年8月18日付の1株を2株にする株式分割により、新株予約権の目的となる株式の数および行使時の払込

金額が調整されております。 

２ 本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合には、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が 

行われる場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式

（コンバージョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事

由、調整後の行使価額および適用の日を通知する。 

  

株主総会の特別決議日（平成16年9月8日）

事業年度末現在
(平成19年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成20年１月31日)

新株予約権の数(個) 375 374

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)1 750 748

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注)1,2 62,500 62,500

新株予約権の行使期間
平成18年12月1日～
平成21年11月30日

平成18年12月1日～ 
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) (注)1

発行価格 62,500
資本組入額 62,500

発行価格 62,500 
資本組入額 62,500

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予
約権の行使時において、当社
および当社子会社または当社
関連会社の取締役または従業
員の何れかの地位を有してい
ることを要する。ただし、定
年退職、及び取締役会が適切
と認めた場合は本項に定める
地位を喪失後も権利行使を可
能とする。 
 新株予約権者が死亡した場
合は、相続人はこれを行使す
ることができる。 
 その他の権利行使の条件に
ついては、本株主総会および
取締役会決議に基づき当社と
対象者との間で締結する「新
株予約権割当契約」に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権について譲渡、
担保権設定、質入れ等その他
の処分をする事ができないも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率



 
  

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控

除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当た

り払込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。 

      さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本

減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使

価額は適切に調整されるものとする。 

  

② 平成17年法律第87号による改正前の旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

 
 (注)   本新株予約権にかかる株主総会の決議日後、当社が株式の分割・株式の併合を行う場合は次の算式により行

使価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

  

   
また、本新株予約権にかかる株主総会決議日後、当社がこの行使価額を下回る価額による新株の発行が 

調整後

行使価額

 

＝

既発行 

株式数
×

調整前 

行使価額
＋

新発行 

株式数
×

１株当たり 

払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

株主総会の特別決議日（平成17年6月30日）

事業年度末現在
(平成19年11月30日)

提出日の前月末現在 
(平成20年１月31日)

新株予約権の数(個) 66 66

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 132 132

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注) 140,000 140,000

新株予約権の行使期間
平成19年11月10日～
平成21年11月30日

平成19年11月10日～ 
平成21年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 140,000
資本組入額 140,000

発行価格 140,000 
資本組入額 140,000

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予
約権の行使時において、当社
および当社子会社または当社
関連会社の取締役または従業
員の何れかの地位を有してい
ることを要する。ただし、定
年退職及び取締役会が適切と
認めた場合は本項に定める地
位を喪失後も権利行使を可能
とする。

新株予約権者が死亡した場
合は、相続人はこれを行使す
ることができる。

その他の権利行使の条件に
ついては、株主総会および取
締役会決議に基づき当社と対
象者との間で締結する「新

株予約権割当契約」に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権について、譲
渡、担保権設定、質入れ等そ
の他の処分をすることができ
ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率



行われる場合（ただし、新株予約権の行使による場合を除く）または自己株式を処分するときは、次の算式

（コンバージョン・プライス方式）により調整される。調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

また、行使価額の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに被付与者に対し、その旨ならびにその事

由、調整後の行使価額および適用の日を通知する。 

  

 
  

なお、上記計算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式を控

除した数とし、また自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当た

り払込金額」を「1株当たり処分金額」と読み替えるものとする。 

      さらに、本新株予約権にかかる株主総会決議日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本

減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使

価額は適切に調整されるものとする。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

調整後

行使価額
＝

既発行 

株式数
×

調整前 

行使価額
＋

新発行 

株式数
×

１株当たり 

払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 有償第三者割当 

      発行価格100,000円 資本組入額100,000円 

      割当先：田中茂樹、田中浩一、小野内伸次、大榮産業(株) 

    ２ 有償第三者割当 

      発行価格125,000円 資本組入額62,500円 

      割当先：フナイ５号投資事業組合、投資事業有限責任組合西京サポート２号 

    ３ (株)マネーアンドマネードットコムとの株式交換に伴う新株発行 

      普通株式 資本組入額 10,000,000円 

      割当比率：(株)マネーアンドマネードットコム1株につき当社株式0.02株 

    ４ 有償第三者割当 

      発行価格280,000円 資本組入額140,000円 

      割当先：株式会社ジャフコ 

          ジャフコV1-B号投資事業有限責任組合  

          ジャフコV1-A号投資事業有限責任組合  

          ジャフコV1-スター投資事業有限責任組合  

 ５ 有償第三者割当 

      発行価格280,000円 資本組入額140,000円 

      割当先：東京海上日動火災保険株式会社 

    ６  株式分割(1：2)によるものです。 

    ７ 有償第三者割当 

      発行価格250,000円 資本組入額125,000円 

      割当先：アクア・ドリーム1号投資事業有限責任組合 

          テレコム・ベンチャー投資事業組合 

          ジャフコV1-B号投資事業有限責任組合  

          ジャフコV1-A号投資事業有限責任組合  

          ジャフコV1-スター投資事業有限責任組合 

    ８ 新株引受権および新株予約権の行使による増加であります。 

 ９ 有償一般募集増資 

   (発行価格 300,000円、引受価額 277,500円、発行価額 229,500円、資本組入額 138,750円) 

   １０ 新株引受権および新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年7月23日 
(注1)

150 3,680 15,000 172,500 ― ―

平成16年3月20日 
(注2)

400 4,080 25,000 197,500 25,000 25,000

平成16年6月1日 
(注3)

400 4,480 10,000 207,500 － 25,000

平成16年12月27日 
(注4)

500 4,980 70,000 277,500 70,000 95,000

平成17年3月30日 
(注5)

300 5,280 42,000 319,500 42,000 137,000

平成17年8月18日 
(注6)

5,280 10,560 ― 319,500 ― 137,000

平成17年11月25日 
(注7)

300 10,860 37,500 357,000 37,500 174,500

平成18年2月28日 
(注8)

366 11,226 17,150 374,150 ― 174,500

平成18年12月22日 
(注9)

1,500 12,726 208,125 582,275 208,125 382,625

平成18年12月1日～ 
平成19年11月30日(注
10)

132 12,858 7,500 589,775 ― 382,625



(5) 【所有者別状況】 

平成19年11月30日現在 

 
  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年11月30日現在 

 
  

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況 
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品 
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 4 12 32 8 8 1,011 1,075 ―

所有株式数 
(株)

0 376 386 1,881 1,389 281 8,545 12,858 ―

所有株式数 
の割合(％)

0.00 2.92 3.00 14.63 10.80 2.19 66.46 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

田中 茂樹 東京都港区 2,622 20.39

ロー・ブン・ファ 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

＃28-00 シンガポール
（東京都千代田区丸の内2-7-1）

1,158 9.01

テレコム・ベンチャー投資事業
組合

東京都千代田区丸の内1-8-2 594 4.62

伊藤 正雄 千葉県八千代市 402 3.13

大榮産業株式会社 愛知県名古屋市中村区本陣通4-18 320 2.49

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 258 2.01

ジャフコV1-B投資事業有限責任
組合

東京都千代田区丸の内1-8-2 253 1.97

植田 建和 神奈川県横浜市青葉区 230 1.79

吉田 恒 千葉県浦安市 228 1.77

田中 義国 愛知県安城市 200 1.56

計 ― 6,265 48.72



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年11月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成19年11月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,858 12,858
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 12,858 ― ―

総株主の議決権 ― 12,858 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストック・オプション制度の内容】 

① 平成16年9月8日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（第3回ストック・オプション）の状況 

  

 
  

② 平成17年6月30日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（第4回ストック・オプション）の状況 

  

 
  

決議年月日 平成16年9月8日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員4、子会社役員3、子会社従業員12

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

－

決議年月日 平成17年6月30日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員2、子会社役員2、子会社従業員13

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

－



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元と同時に競争力の確保を重要な経営課題のひとつと位置付けております。配当

につきましては、経営成績を勘案して配当を実施することを考慮しながら、一方で今後の事業展開に備えるため

の内部留保の充実に努めることによって、企業価値の向上で株主に応えることを念頭におき、総合的に検討を重

ね、株主還元を行っていく予定であります。 

当社の剰余金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、期末配当は株

主総会であります。なお、当社は「取締役会の決議により、毎年5月31日の最終の株主名簿に記載または記録され

た株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。 

内部留保の使途としましては、事業環境の変化に適切に対応できるシステム環境、社内体制の整備および、中

長期的に安定的な成長モデルを構築するための財源として利用していく予定であります。 

 当期の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ながら会社法で定められております分配可能額がマイナスとな

ることから無配とさせていただいております。 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）における株価を記載しておりま

す。 

なお、当社株式は、平成18年12月25日から大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレ

ス」）に上場されているため、それ以前については記載しておりません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）における株価を記載しておりま

す。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 平成19年11月

最高(円) ― ― ― ― 920,000

最低(円) ― ― ― ― 95,000

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 253,000 214,000 142,000 168,000 180,000 148,000

最低(円) 195,000 132,000 95,000 113,000 126,000 105,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 ― 田中茂樹 昭和39年4月8日

昭和63年4月 丸万証券㈱（現東海東京証券㈱)）入社

(注)3 2,767

平成2年5月 クレディ・リヨネ証券会社入社

平成4年7月 大東証券㈱（現みずほインベスターズ 

証券㈱）入社

平成11年12月 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー

（現㈱T&Cフィナンシャルリサーチ） 

設立。代表取締役就任

平成13年5月
T&C NY, Inc.(現T&C Financial Advisor 

(USA), Inc.）取締役就任

平成13年8月 当社代表取締役就任(現任)

平成13年9月 T&C Capital, Ltd.社長就任(現任)

平成15年11月 ㈱T&Cトランスリンク（現㈱T&Cフィナン

シャルテクノロジーズ）代表取締役社長 

就任

平成17年4月 T&C Guaranty, Ltd. 社長就任（現任）

平成17年6月 Financial China Information & 

Technology Co.,Ltd.董事長就任(現任)

平成18年1月 T&C Ventures, Ltd. 社長就任（現任）

平成19年1月 T&C Pictures, Ltd.会長就任（現任）

平成19年1月 ㈱T&Cトランスリンク（現㈱T&Cフィナン

シャルテクノロジーズ）代表取締役社長

就任

平成19年2月 

 

T&C NY, Inc.(現T&C Financial Advisor 

(USA), Inc.）代表取締役社長就任

平成20年1月 NextVIEW Pte Ltd 取締役就任（現任）

平成20年2月 

 

T&C FA Holding AG 代表取締役就任(現

任)

平成20年2月 T&C Financial Advisor (USA), Inc. 会

長就任(現任)

平成20年2月 

 

T&C Financial Advisor (Schweiz) AG 会

長就任(現任)

取締役
コンプライ
アンス室長

生井秀人 昭和42年2月23日

平成5年4月 クレディ・リヨネ証券会社入社

(注)3 42

平成15年1月 ㈱マークアイ入社

平成15年12月 当社入社

平成17年2月 ㈱マネーアンドマネー取締役就任

平成17年6月 当社取締役社長室長就任

平成19年12月 

 

当社取締役コンプライアンス室長就任

（現任）

取締役 管理部長 松本貞子 昭和40年2月7日

昭和60年4月 山一證券㈱入社

(注)3 133

平成8年7月 山一ビジネスサービス㈱入社

平成10年4月 大東証券㈱（現みずほインベスターズ 

証券㈱）入社

平成12年4月 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 

（現㈱T&Cフィナンシャルリサーチ）入

社

平成13年8月 当社入社

平成15年2月 

 

㈱T&Cトランスリンク（現㈱T&Cフィナン

シャルテクノロジーズ）取締役（現任）

平成16年9月 当社取締役管理部長就任(現任)

平成17年7月 

 

T&C Cosmic, Inc.(現T&C Financial  

Research USA, Inc.)取締役就任(現任)

平成19年1月 Financial China Information & 

Technology Co., Ltd.董事就任（現任）

取締役 ― 吉田 恒 昭和37年10月2日

昭和60年4月 ㈱自由経済社入社

(注)3 228

平成10年6月 ㈱マネーアンドマネードットコム 

編集長就任

平成16年1月 ㈱マネーアンドマネードットコム 

代表取締役社長就任

平成16年2月 当社取締役就任(現任)

平成17年7月 

 

T&C Cosmic, Inc.（現T&C Financial  

Research USA, Inc.）取締役就任(現任)

平成18年2月 

 

㈱T&Cトランスリンク（現㈱T&Cフィナン

シャルテクノロジーズ）取締役就任

平成18年12月 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー

（現㈱T&Cフィナンシャルリサーチ） 

取締役就任

平成19年12月 ㈱T&Cフィナンシャルリサーチ代表取締

役就任（現任）



 
（注） 1 取締役ロー・ブン・ファは会社法第2条第15号に定める社外監査役であります。 

2 監査役広瀬直樹、監査役羽土美幸、監査役遠西昭は会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

3 取締役の任期は、平成19年11月期に係る定時株主総会終結のときから平成21年11月期にかかる定時株主総会

終結の時までであります。 

4 当該監査役の任期は、平成19年11月期に係る定時株主総会終結のときから平成23年11月期にかかる定時株主

総会終結の時までであります。 

5 当該監査役の任期は、平成17年11月期に係る定時株主総会終結のときから平成21年11月期にかかる定時株主

総会終結の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ―
ロー・ブン・

ファ
昭和33年12月26日

昭和58年10月 System Access Pte Ltd 設立

(注)3 1,479

平成11年1月 Infocomm Development Authority of  

Singapore 役員就任

平成14年1月 NextVIEW Pte Ltd 会長就任（現任）

平成18年10月 

 

Sungard System Access 社 長 就 任（現

任）

平成20年2月 当社取締役就任(現任)

監査役 
（常勤）

― 広瀬 直樹 昭和27年６月15日

昭和50年4月 ㈱富士銀行入行

(注)4 －

昭和61年10月 ロイズ銀行東京支店入行

昭和62年９月 バンカーズ・トラスト・アジア証券東京

支店入社

平成7年5月 CIBCウッド・カンディ証券東京支店入社

平成12年1月 大東証券㈱入社。投信・外債部長就任

平成19年2月 三田証券株入社

平成20年2月 当社監査役就任（現任）

平成20年2月 ㈱T&Cフィナンシャルリサーチ監査役就

任（現任）

平成20年2月 ㈱T&Cフィナンシャルテクノロジーズ監

査役就任(現任）

監査役 ― 羽土美幸 昭和32年8月4日

昭和55年4月 

 

日興證券㈱（現日興コーディアル証券

㈱）入社

(注)4 －

昭和59年1月 クレディ・リヨネ証券会社入社

平成15年8月 （有）翔ビジネスコンサルティング設立 

取締役就任（現任）

平成16年2月 当社監査役就任（現任）

平成16年6月 ㈱マネーアンドマネー監査役就任

平成16年6月 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 

（現㈱T&Cフィナンシャルリサーチ）監

査役就任

平成16年6月 ㈱T&Cトランスリンク（現㈱T&Cフィナン

シャルテクノロジーズ）監査役就任

監査役 ― 遠西 昭 昭和30年1月10日

平成10年4月 第二東京弁護士会所属

(注)5 －

平成15年1月 遠西法律事務所設立

平成16年11月 ㈱ビジネスコンサルタント監査役就任

(現任)

平成18年1月 ㈱共感監査役就任(現任)

平成18年2月 当社監査役就任（現任）

計 4,649



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方 

当社グループは提供するサービスを通じて、「資本主義経済の基盤である資本市場の活性化、発展に貢献し

豊かな社会を創造すること」を経営理念とし、その理念の遂行のためにはコーポレート・ガバナンスの強化が経

営上もっとも重要であると考えております。 

当社グループでは、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、経営の透明性、法令遵守の経営を徹底し、公

開企業としてふさわしい組織運営に取り組んでおります。 

  

（1） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の説明  

当社は監査役制度を採用しており、報告書提出日（平成20年2月25日）現在、取締役5名（社外取締役1

名）、監査役3名（社外監査役3名）となっております。 

 取締役会は、平成20年2月23日開催の定時株主総会において取締役1名を選任したことにより常勤取締

役3名、非常勤取締役2名の合計5名で構成されております。常勤取締役は、代表取締役とコンプライアン

ス室長、管理部長であります。非常勤取締役は子会社の社長および社外取締役より選任されておりま

す。取締役会ではグループ相互間の連携を図りながら、当社グループの業務執行を決定するとともに、

取締役の職務の執行を監督しております。取締役会は毎月1回開催され、必要に応じて臨時の取締役会を

開催しております。また、当社役員、及び子会社役員等で構成された経営会議を毎月1回定期的に開催す

るとともに、半期に1回の頻度でグループ全体の取締役で構成されたグループ全体会議を開催し、業務運

営、経営方針について意見交換を行っております。 

監査役会は、3名で構成され、いずれも社外監査役となっております。各監査役は、経営の適法性・効

率性について総合的にチェックする機関として、毎月取締役会に出席するとともに、監査役会を開催し

ております。 

 

  



② 内部統制システムの整備の状況 

当社は、管理部及び社長室が中心となり、各部門及び子会社の経営管理を行っております。日常の管

理業務においては、社内諸規程に則り牽制機能を働かせながら業務を行っております。また職務権限表

に応じた決裁権限を適切に行うことで、各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂行しております。 

法令遵守の取組みを強化することを目的に、弁護士1名に社外監査役に就任していただき、弁護士の視

点からコーポレート・ガバナンス、特にコンプライアンスの強化に尽力していただいております。 

 当社は、平成19年12月14日の取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制を構築するため、内部統制システム構築

の基本方針に関する決議をいたしました。 

  

③ 内部監査の状況 

内部監査については、コンプライアンス室の内部監査担当者(1名)が、社長の承認を受けて年間の内部

監査計画書に基づき概ね月1回のペースで、当社管理部、社長室、システム部および各子会社について順

次内部監査を行っております。内部監査終了後、監査結果を社長に報告し、改善事項がある場合には被

監査部門の部門長（子会社社長）あてに改善指示書を提示し、1ヶ月から2ヶ月の期間を置いて改善指示

に対する改善事項をまとめた回答書を提出してもらいます。 

  

④ 監査役監査の状況 

監査役監査については、毎月開催される取締役会へ出席し、必要に応じて意見を述べるほか、取締役

会終了後、監査役会を開催し、取締役会の内容や会社の運営状況についての意見交換を行っておりま

す。また監査方針及び監査計画に基づいた業務および財産の状況調査を通して、取締役の職務遂行を監

査し、適宜、内部監査担当者が行う内部監査の立会い、報告を受けることで、内部監査とも連携した監

査を行っております。監査法人とは、監査日程終了後に面談を実施し、意見交換を行っております。 

  

⑤ 会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数は、以下の通りです。 

 
 (注) 継続監査年数については、両名とも７年以内であるため、記載を省略しております。上記の他に公認会

計士３名及び会計士補等４名が当社の財務書類の監査業務に従事しております。 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役の当社との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役ロー・ブン・ファ氏は、当社関連会社NextVIEW Pte Ltd の会長及び大株主でありま

す。また資本的関係として当社株式1,479株（持分比率11.50%）を所有しております。その他の利害関係

はありません。  

 当社の社外監査役であった小野誠一氏（平成20年２月23日退任）は資本的関係として当社株式3株（持

分比率0.02％）を所有しております。その他の利害関係はありません。また、社外監査役広瀬直樹氏、

羽土美幸氏、遠西昭氏と当社との間に利害関係はありません。 

  

（2） リスク管理体制の整備の状況 

当社グループは、国内外の株式・金融・経済に関する情報をインターネットをはじめ様々な情報インフ

ラ・プラットフォームを通じて提供しており、規程を定めて、情報管理体制を整備しております。内部情報

管理規程においては、インサイダー取引や情報の漏えいを厳しく禁じております。個人情報保護についても

個人情報保護基本規程に則った管理体制を構築しております。また、経営危機が発生した場合、迅速かつ適

切な初動体制で対処するために、危機管理規程を定め、平時より危機管理意識をもちながら業務を行ってお

ります。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

神保 正人 東陽監査法人

高木 康行 東陽監査法人



（3） 役員の報酬 

A. 取締役（全て社内取締役）に払った報酬   42,386千円 

B. 監査役（全て社外監査役）に払った報酬   10,950千円 

計                    53,336千円 

      

（4） 監査報酬の内容 

東陽監査法人に対する報酬の内容は次のとおりであります。 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬   13,750千円 

     なお、上記以外の報酬はありません。 

  

（5） 社外取締役及び社外監査役の責任の一部免除 

当社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条

第1項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令の定めた額を限

度とする契約を締結しております。 

  

（6） 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

（7） 取締役選任の決議要件 

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  

（8） 取締役会で決議できる株主総会決議事項 

① 自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することがで

きる旨定款に定めております。これは経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行を可能とする

ことを目的とするものであります。 

  

② 監査役の責任免除 

当社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会決議によって免除することができる旨定款に

定めております。これは監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするもの

であります。 

  

③ 中間配当 

当社は、取締役会の決議により、毎年5月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登

録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは株主または登録株

式質権者への機動的な利益還元を可能とすることを目的とするものであります。 

  

（9） 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3

分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 



第５ 【経理の状況】 

1． 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前連結会計年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。 

  

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、前事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（平成18年12月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

2． 監査証明について 

   当社は、前連結会計年度(平成17年12月１日から平成18年11月30日まで)及び前事業年度(平成17年12

月１日から平成18年11月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平

成18年12月１日から平成19年11月30日まで)及び当事業年度(平成18年12月１日から平成19年11月30日ま

で)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表につい

て、東陽監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 235,761 481,746

 ２ 売掛金 122,399 140,735

 ３ たな卸資産 7,655 14,646

 ４ 営業投資有価証券 ※１ 143,657 54,448

 ５ 前払費用 18,242 27,348

 ６ 繰延税金資産 29,026 7,053

 ７ その他 41,990 72,811

   流動資産合計 598,733 32.7 798,791 24.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 13,380 13,900

    減価償却累計額 △3,577 9,802 △5,140 8,759

  (2) 工具器具及び備品 68,809 85,352

    減価償却累計額 △34,377 34,432 △45,073 40,279

   有形固定資産合計 44,234 2.4 49,038 1.5

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん 50,176 32,338

  (2) 映画制作費 502,112 923,060

  (3) 特許権 ─ 242,350

  (4) ソフトウェア 13,498 20,949

  (5) その他 2,177 573

   無形固定資産合計 567,964 31.0 1,219,270 37.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 545,409 650,950

  (2) 関係会社株式 ※１ ─ 274,572

  (3) 長期貸付金 4,070 ─

  (4) 関係会社長期貸付金 ─ 144,283

  (5) 敷金保証金 71,229 79,283

  (6) 繰延税金資産 143 ─

  (7) その他 2,230 5,189

   投資その他の資産合計 623,083 33.9 1,154,279 35.9

   固定資産合計 1,235,283 67.3 2,422,588 75.2

   資産合計 1,834,016 100.0 3,221,379 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,855 3,210

 ２ 短期借入金 ※２ 120,000 775,000

 ３ 関係会社短期借入金 ─ 41,621

 ４ １年以内返済予定の長期 
   借入金

98,660 105,760

 ５ １年以内償還予定の社債 65,400 65,400

 ６ 未払金 219,329 44,685

 ７ 未払費用 58,124 67,441

 ８ 未払法人税等 53,770 101,690

 ９ 前受金 81,431 101,636

 10 返品調整引当金 3,902 4,297

 11  その他 19,586 16,969

   流動負債合計 723,059 39.4 1,327,714 41.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 101,900 36,500

 ２ 長期借入金 242,677 282,000

 ３ その他 2,640 694

   固定負債合計 347,218 19.0 319,194 9.9

   負債合計 1,070,277 58.4 1,646,908 51.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 374,150 589,775

 ２ 資本剰余金 174,500 382,625

 ３ 利益剰余金 61,576 188,044

   株主資本合計 610,226 33.3 1,160,444 36.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

△10,319 △64,355

 ２ 為替換算調整勘定 634 △45,518

   評価・換算差額等合計 △9,684 △0.6 △109,873 △3.4

Ⅲ 少数株主持分 163,197 8.9 523,900 16.3

   純資産合計 763,738 41.6 1,574,470 48.9

   負債純資産合計 1,834,016 100.0 3,221,379 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
 至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,185,342 100.0 1,448,813 100.0

Ⅱ 売上原価 427,929 36.1 501,868 34.6

   売上総利益 757,413 63.9 946,945 65.4

   返品調整引当金戻入額 3,313 0.2 3,902 0.2

   返品調整引当金繰入額 3,902 0.3 4,297 0.3

   差引売上総利益 756,825 63.8 946,549 65.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 571,578 48.2 679,566 46.9

   営業利益 185,246 15.6 266,983 18.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,247 1,657

 ２ 受取配当金 ─ 1,496

 ３ 受取賃貸管理料 4,363 1,863

 ４ 為替差益 4,883 ─

 ５ 為替取引利益 ― 20,432

 ６ 雑収入 775 12,270 1.1 3,476 28,926 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,832 24,127

 ２ 持分法による投資損失 12,232 ─

 ３ 株式交付費 60 2,953

 ４ 社債発行費 523 ─

 ５ 上場関連費用 8,626 22,423

 ６ 為替差損 ─ 8,877

 ７ 雑損失 4,045 39,320 3.3 8,345 66,727 4.6

   経常利益 158,197 13.4 229,182 15.8

Ⅵ 特別利益

 １ 債務保証損失引当金 
   戻入益

1,693 ─

 ２ 投資有価証券売却益 ─ 1,693 0.1 49,946 49,946 3.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 1,008 306

 ２ 役員退職慰労金 ― 1,008 0.1 1,735 2,042 0.1

   税金等調整前当期純利益 158,881 13.4 277,085 19.1

   法人税、住民税及び 
   事業税

70,587 141,732

   法人税等調整額 △6,777 63,809 5.4 19,270 161,003 11.1

   少数株主損失 10,325 0.9 10,385 0.7

   当期純利益 105,397 8.9 126,468 8.7



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

 前連結会計年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年11月30日残高（千円） 357,000 174,500 △43,821 487,678

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 17,150 ― ― 17,150

 当期純利益 ― ― 105,397 105,397

 株主資本以外の項目の連結会計年度中 
 の変動額（純額）

― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計（千円） 17,150 ― 105,397 122,547

平成18年11月30日残高（千円） 374,150 174,500 61,576 610,226

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日残高（千円） ― 3,399 3,399 9,564 500,643

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 17,150

 当期純利益 ― ― ― ― 105,397

 株主資本以外の項目の連結会計年度中 
 の変動額（純額）

△10,319 △2,765 △13,084 153,632 140,548

連結会計年度中の変動額合計（千円） △10,319 △2,765 △13,084 153,632 263,095

平成18年11月30日残高（千円） △10,319 634 △9,684 163,197 763,738



 当連結会計年度（自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日） 

  

 
  

  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年11月30日残高（千円） 374,150 174,500 61,576 610,226

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 215,625 208,125 423,750

 当期純利益 126,468 126,468

 株主資本以外の項目の連結会計年度中 
 の変動額（純額）

─

連結会計年度中の変動額合計（千円） 215,625 208,125 126,468 550,218

平成19年11月30日残高（千円） 589,775 382,625 188,044 1,160,444

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日残高（千円） △10,319 634 △9,684 163,197 763,738

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 423,750

 当期純利益 126,468

 株主資本以外の項目の連結会計年度中 
 の変動額（純額）

△54,036 △46,152 △100,189 360,703 260,513

連結会計年度中の変動額合計（千円） △54,036 △46,152 △100,189 360,703 810,731

平成19年11月30日残高（千円） △64,355 △45,518 △109,873 523,900 1,574,470



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 158,881 277,085

   減価償却費 17,217 18,943

   のれん償却 18,999 19,456

   特許権償却 ─ 1,850

   長期前払費用償却  77 699

   固定資産除却損 1,008 306

   上場関連費用 ─ 22,423

   返品調整引当金の増加額 588 395

   債務保証損失引当金の減少額 △7,133 ─

   投資有価証券売却益 ─ △49,946

   受取利息及び受取配当金 △2,247 △3,153

   支払利息 13,832 24,127

   為替差損 116 4,118

   為替取引利益 ─ △20,432

   支払手数料 ─ 5,200

   持分法による投資損失 12,232 ─

   売上債権の増加額 △36,119 △25,538

   たな卸資産の増加額 △2,668 △7,171

   営業投資有価証券の増減額（△は増加） △86,635 87,895

   仕入債務の増加額 812 380

   未払金の減少額 ─ △170,695

   前受金の増加額 10,931 21,066

   未払消費税等の増減額（△は減少） 2,890 △3,802

   その他 37,665 △47,633

    小計 140,450 155,574

   利息及び配当金の受取額 2,247 3,153

   利息の支払額 △12,290 △24,178

   法人税等の支払額 △55,616 △81,971

   営業活動によるキャッシュ・フロー 74,790 52,577

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △20,558 △19,770

   無形固定資産の取得による支出 △2,976 △254,523

   デリバティブ取引による収入 ─ 20,432

   映画制作費の支出 △10,957 △489,599

   貸付による支出 △165,000 ─

   関係会社貸付による支出 △120,000 △155,957

   貸付金の回収による収入 169,614 12,039

   関係会社貸付金の回収による収入 80,000 ─

   投資有価証券の取得による支出 △555,152 △213,328

   投資有価証券の売却による収入 ─ 104,346

   敷金保証金の回収による収入 250 314

   敷金保証金の差入による支出 △1,646 △8,830

   子会社株式取得による支出 △20,000 ─

   関係会社株式取得による支出 ─ △274,572

   保険金の積立による支出 △49 △49

   投資活動によるキャッシュ・フロー △646,476 △1,279,501



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額（△は減少） 120,000 696,621

   長期借入れによる収入 320,000 180,000

   長期借入金の返済による支出 △63,259 △133,577

   社債発行による収入 194,801 ─

   社債の償還による支出 △32,700 △65,400

   株式発行による収入 17,090 420,796

   少数株主からの払込みによる収入 ─ 414,392

   支払手数料の支払額 ─ △6,000

   上場関連費用の支出 ─ △22,423

   財務活動によるキャッシュ・フロー 555,931 1,484,410

Ⅳ 現金及び現金同等物に係わる換算差額 △1,026 △11,502

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,781 245,984

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 243,727 235,761

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額

8,815 ─

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 235,761 481,746



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 連結の範囲に関する

事項

(1) 連結子会社の数 8社

連結子会社の名称 

㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 

㈱T&Cトランスリンク 

T&C NY, Inc. 

㈱マネーアンドマネー 

Financial China Information &

        Technology Co., Ltd.

T&C Cosmic, Inc.

T&C Guaranty, Ltd.

T&C Ventures, Ltd.

 T&C Ventures, Ltd. はケイマン諸島に

設立された法人で、当社が37.04％、T&C 

Capital, Ltd. が62.96％出資しており、

議決権は当社が100％保有しております。

同社は「会計処理の変更(連結の範囲に係

る会計処理)」に記載の通り、当連結会計

年度において、連結子会社に含めること

にいたしました。

(1) 連結子会社の数 14社

主要な連結子会社の名称 

㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 

㈱T&Cトランスリンク 

T&C NY, Inc. 

㈱マネーアンドマネー

Financial China Information &  

        Technology Co., Ltd.

T&C Cosmic, Inc.

T&C Ventures, Ltd.

 T&C Pictures, Inc.

   T&C Financial Advisor (Schweiz) AG 

  T&C Media Content, Ltd. 

   T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 

   T&C Music, Ltd.

 T&C Pictures, Inc. 、 

T&C Financial Advisor  

                    (Schweiz) AG 、 

T&C Media Content, Ltd. 、

T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 、

T&C Music, Ltd. は当社全額出資の子

会社として設立したことにより、当連結

会計年度より連結子会社に含めることに

いたしました。

  T&C Media Content Ⅱ, Ltd. を 連結

するにあたっては、その子会社である

Animals LLC を連結の範囲に含めて、

Happy Cat LLC 及びAmerican Mall  

LLC を持分損益に含めて計算していま

す。

(2)非連結子会社名

T&C Capital, Ltd.

連結の範囲から除いた理由

T&C Capital,Ltd.は当社の出資でケイ

マン諸島に設立された法人であります。

同社は投資家の出資を募った集団投資ス

キームのために設立された会社であり、

いわば導管体としての機能を有する会社

であります。同社の資産は基本的にはす

べて各投資家に帰属するものであり、ま

た運用によって増減した各投資家に帰属

すべき損益は当該金額の資産を増減さ

せ、その対応する投資家からの出資相当

額の負債を同額だけ増減させる処理を行

っております。このため、同社の損益計

算書には投資家に帰属する損益は反映さ

れておりません。 

このような会計処理を行っているため

に、当社の連結財務諸表においてT&C 

Capital,Ltd. を連結子会社として取り込

むと本来当社に帰属すべきでない資産負

債まで計上されてしまうことになりま

す。これにより投資家等利害関係者の判

断を誤らせるおそれがあります。 

 したがって、当社の連結財務諸表上T&C 

Capital,Ltd.は非連結持分法適用会社と

して取扱うことといたしました。

(2)非連結子会社名

T&C Capital, Ltd.

連結の範囲から除いた理由

  同左

  



項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

２ 持分法の適用に関す

る事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

1社

T&C Capital, Ltd.

(1) 持分法を適用した非連結子会社数

1社

同左

(2) 持分法を適用した関連会社数

該当はありません。

(2) 持分法を適用した関連会社数  

３社

  主要な会社等の名称

    NextVIEW Pte Ltd

  NextVIEW Pte Ltd は平成19年11月 

 ２日の株式取得に伴い、みなし取得 

 日を平成19年11月末としておりま 

 す。

  持分法適用会社のうち、決算日が 

 異なる会社については、当該会社の 

 事業年度に係る財務諸表を使用して 

 おります。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社数

該当はありません。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社数

同左

(4) 持分法を適用しない関連会社数

該当はありません。

(4) 持分法を適用しない関連会社数

    同左

３ 連結子会社の事業年

度等に関する事項

連結子会社のうちFinancial China

Information & Technology Co., Ltd.の

決算日は12月末であります。連結財務諸

表の作成にあたっては、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。

その他の連結子会社の決算日は連結決算

日と一致しております。

    同左

４ 会計処理基準に関す

る事項

(1) 重要な資産の評価

基準及び評価方法

① 有価証券(営業投資有価証券を含

む。）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。）

 

① 有価証券(営業投資有価証券を含

む。)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

    移動平均法による原価法

なお、投資事業組合及びそれに類す

る組合への出資（証券取引法第2条第

2項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて、入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取込む方法によってお

ります。

時価のないもの

 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合及びそれに類す

る組合への出資（金融商品取引法第

2条第2項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて、入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取込む方法によっ

ております。



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

② たな卸資産

  製品、仕掛品

先入先出法による原価法 

（但し、ソフトウェア仕掛品は個別法

による原価法）

③ ――――

② たな卸資産

製品、仕掛品

 同左

③ デリバティブ取引 

    時価法

(2) 重要な減価償却資

産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

定率法、但し海外連結子会社は定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物         3～15年 

工具器具及び備品   4～10年

① 有形固定資産

     同左

② 無形固定資産

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

  また、米国連結子会社が保有するの

れんは、5年間の均等償却をしており

ます。

② 無形固定資産

定額法

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

特許権については、11年間の定額法

を採用しております。

  また、米国連結子会社が保有するの

れんは、5年間の均等償却をしており

ます。

(3）重要な繰延資産の

処理方法
① 株式交付費

支出時全額費用処理しております。

② 社債発行費

支出時全額費用処理しております。

① 株式交付費

同左

② ――――

(4) 重要な引当金の計

上基準
① 貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

なお、当連結会計年度においても過

去の貸倒実績がなく、また回収に懸

念のある債権もないため、貸倒引当

金は計上しておりません。

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般 

    債権については貸倒実績率により、 

     貸倒懸念債権等特定の債権について 

     は、個別に回収可能性を勘案し、回収 

     不能見込額を計上しております。

② 返品調整引当金

  返品調整引当金は製品（書籍等）の

返品による損失に備えるため、書籍

等の出版事業に係る売掛金残高に一

定期間の返品率及び売買利益率を乗

じた額を計上しております。

②  返品調整引当金

同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(5) 重要な外貨建ての

資産又は負債の本

邦通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債は連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は四半期

ごとに四半期連結会計期間の期中平均

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

 

 同左

(6) 重要なヘッジ会計

の方法

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用いたしております。

① ヘッジ会計の方法 

 同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

     同左

(ヘッジ対象）

借入金の利息

(ヘッジ対象）

同左

③ ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。

③ ヘッジ方針 

 同左

④ ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理要領に従って、以下の条件

を満たす金利スワップを締結しており

ます。

A.金利スワップの想定元本と長期借入

金の元本金額が一致している。

B.金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

C.長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスが、

LIBOR+αで一致している。

D.長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

E.金利スワップの受払い条件がスワ

ップ期間を通して一定である。

  従って、金利スワップの特例処理の 

  要件を満たしているので連結決算日 

  における有効性の評価を省略してお 

  ります。

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(7) その他連結財務諸

表作成のための重

要な事項

①  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は
税抜方式によっております。

①  消費税等の会計処理

同左

②  営業投資有価証券の会計処理

当社グループは、投資対象、投資スキ

ーム、投資タイミングなどを投資家に

情報として提供するアドバイザリー業

務を行なっております。

そして、上記情報を判断材料として、

自己の責任で投資を希望する投資家に

対しては、非連結子会社（SPC）が社

債（私募債）を発行して、投資家の資

金を受け入れておりますが、このSPC

が発行する私募債について投資家から

の信用を得るため、当社グループの自

己資金を利用して自らSPCが発行する

私募債を購入し、「信用補完」を行な

うことがあります（責任投資業務）。

この責任投資業務を目的とし行なう私

募債への投資については、責任投資業

務目的以外で保有する有価証券とは区

分して、「営業投資有価証券」として

「流動資産の部」に表示しておりま

す。

また、営業投資有価証券の償還または

売却から生じる損益は、営業損益の区

分に表示することとしております。

②  営業投資有価証券の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法
は、全面時価評価法によっておりま
す。

同左

６ のれんの償却に関す

る事項 

 

のれんは、5年間で均等償却しておりま
す。

同左

７ 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

 

同左



会計処理の変更 

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年12月１日 

 至 平成18年11月30日)

当連結会計年度

(自 平成18年12月１日

   至 平成19年11月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第6号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。

 

   ――――

（在外連結子会社の収益及び費用の換算基準）

 在外連結子会社の収益及び費用の換算については、こ

れまで決算時の為替相場により換算する方法を採用し

てまいりましたが、当連結会計年度より、四半期毎の

損益状況をより的確に把握する為、四半期毎の期中平

均為替相場により換算する方法に変更いたしました。

この変更により、当連結会計年度において、従来の方

法に比べて、売上高131千円、営業利益1,293千円、経

常利益1,175千円、税金等調整前当期純利益1,187千

円、当期純利益711千円、それぞれ増加しておりま

す。なお、セグメント情報に与える影響は、セグメン

ト情報に記載しております。

   ――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）に基づ

いて連結貸借対照表を作成しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は600,541

千円であります。

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

 ――――

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

 当連結会計年度から「ストック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第８号)及び「ストック・オプション

等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号)を適

用しております。

 これによる、損益に与える影響はありません。

 ――――



  

 
  

表示方法の変更 

 
  

前連結会計年度 

(自 平成17年12月１日 

 至 平成18年11月30日)

当連結会計年度

(自 平成18年12月１日

  至 平成19年11月30日)

(連結の範囲に係る会計処理)

当社グループは、特別目的会社2社を利用して金融アド

バイザリー事業を行っております。両社の資産、負債

及び収益・費用は持分割合に応じて各投資家に帰属す

ると考え、従来まで連結子会社として取り扱わず、

 ――――

持分法適用会社としてまいりましたが、当連結会計年

度より、「投資事業組合に対する支配力基準及び影響

力基準の適用に関する実務上の取り扱い」（企業会計

基準委員会実務報告第20号 平成18年9月8日）を適用

し、それぞれが発行する私募債ならびにインベスター

シェアの総額に対する当社の所有割合をもって判断す

ることとし、1社を連結子会社として取り扱い、1社を

従来どおり持分法適用会社として取り扱うことといた

しました。

 この変更により、従来の会計処理によった場合に比べ

て、総資産が380,077千円増加し、売上高が153千円、

営業利益が147千円、経常利益が2,340千円、税金等調

整前当期純利益が2,340千円減少しております。

（減価償却方法の変更）

当連結会計年度から、法人税法の改正に伴い、平成19

年４月１日以降に取得の固定資産については、改正法

人税法に規定する償却方法により、減価償却費を計上

しております。

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

（連結貸借対照表）

① 「営業権」及び「連結調整勘定」は、当連結会計 

 年度から「のれん」として表示しております。

② 流動負債の「未払金」は、負債純資産合計の100分

の５を超えたため、区分掲記しております。なお、

前連結会計年度末における当該科目の金額は、

22,398千円であります。

  ――――

 ――――

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

「営業権償却」及び「連結調整勘定償却」は、当連結会

計年度から「のれん償却」として表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 ―――― 

 

 

  前連結会計年度まで「未払金の減少額」は営業活 

  動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め 

  て表示しておりましたが重要性が増したため、 

  当連結会計年度から区分掲記しております。 

   なお、前連結会計年度における営業活動による 

  キャッシュ・フローの「その他」に含まれている 

  「未払金の減少額」は30,740千円であります。



次へ 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度
(平成18年11月30日)

当連結会計年度
(平成19年11月30日)

 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。

営業投資有価証券（社債）  143,657千円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

   営業投資有価証券（社債）   54,448千円

   投資有価証券        33,350千円

  関係会社株式       274,572千円  

※２ 財務制限条項

   短期借入金のうち、シンジケートローン契約（残

高300,000千円）には財務制限条項がついてお

り、下記の条項に抵触した場合は、契約上のすべ

ての債務について期限の利益を失い、借入金元本

及び利息を支払うことになっております。

  ① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、平成18年11月に終

了する決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の金額の75％の金額以上にそれぞれ

維持することを確約する。

  ② 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

とを確約する。

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売手数料 57,464千円

役員報酬 133,985千円

給料手当 122,936千円

減価償却費 6,445千円

 
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売手数料 61,665千円

役員報酬 131,412千円

給料手当 128,196千円

減価償却費 8,176千円

 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損の内訳

工具器具及び備品 1,008千円

     

 
 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

固定資産除却損の内訳

建物 118千円

工具器具及び備品 188千円

     計 306千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要）  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

新株引受権の権利行使による新株の発行による増加  206株 

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  160株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要）  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

株式上場にともなう公募による増加  1,500 株 

新株引受権の権利行使による新株の発行による増加20株及び新株予約権の権利行使による新株の発行による増

加 112 株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式(株) 10,860 366 ― 11,226

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

  普通株式(株) 11,226 1,632 ─ 12,858



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 235,761千円

現金及び現金同等物 235,761千円

 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 481,746千円

現金及び現金同等物 481,746千円

 

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

 

未経過リース料

1年以内 7,635千円

1年超 24,179千円

合計 31,815千円

 
 

未経過リース料

1年以内 11,172千円

1年超 19,925千円

合計 31,098千円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(有価証券関係) 

  前連結会計年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

  

1. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

3. 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

4. その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 456,006 446,256 △9,750

(2) 債券 20,000 19,431 △568

合計 476,006 465,687 △10,319

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

63,921 ― ―

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券 
 

     非上場外国債券 124,225

(2) 非上場株式 98,181

(3) 投資事業組合への出資 972

合計 223,379

区分
1年以内 

(千円)

1年超5年以内 

(千円)

5年超10年以内 

（千円）

10年超 

(千円)

債券 

 非上場外国債券
― 30,000 20,000  100,000

合計 ― 30,000 20,000 100,000



次へ 

  当連結会計年度（自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日） 

  

1. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

3. 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

4. その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

(1) 株式 456,006 403,142 △52,864

(2) 債券 20,000 18,777 △1,222

合計 476,006 421,920 △54,086

売却額(千円） 売却益の合計額(千円） 売却損の合計額(千円）

                          104,346                            49,946 ─

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券 

     非上場外国債券 35,670

(2) 非上場株式 213,932

(3) 投資事業組合 525

合計 250,128

区分
1年以内 

(千円)

1年超5年以内 

(千円)

5年超10年以内 

（千円）

10年超 

(千円)

債券 

 非上場外国債券
─ 40,000 20,000 ─

合計 ─ 40,000 20,000 ─



(デリバティブ取引関係) 

1. 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

(1)  取引の内容及び利用目的等

当社グループは、変動金利の借入金の調達資金を

固定金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取

引を行っております。なお、デリバティブ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。

① ヘッジ手段とヘッジ対象

 (ヘッジ手段)

  金利スワップ取引

(1)  取引の内容及び利用目的等

① 当社グループは、変動金利の借入金の調達資金を

固定金利の資金調達に換えるため、金利スワップ取

引を行っております。なお、デリバティブ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。

A. ヘッジ手段とヘッジ対象

 (ヘッジ手段)

  同左

 (ヘッジ対象) 

  借入金の利息

 (ヘッジ対象) 

  同左

② ヘッジ方針

 当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っております。

B. ヘッジ方針

 同左

③ ヘッジの有効性評価の方法

 リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金

利スワップを締結しております。

A. 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本

金額が一致している。

B. 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満

期が一致している。

C. 長期借入金の変動金利のインデックスと金利

スワップで受払いされる変動金利のインデッ
クスが、LIBOR+αで一致している。

D. 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が

一致している。

E. 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を

通して一定である。

 従って、金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているので連結決算日における有効性の評価を省略

しております。

C. ヘッジの有効性評価の方法

 同左

② 当社グループは、外貨建債権債務の為替変動リス

クを回避することを目的に、外国為替証拠金取引を

行っております。

(2)  取引に対する取組方針

金利関連のデリバティブ取引については、現在、

変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ

を利用しているのみであり、投機目的の取引は行わ

ない方針であります。

(2)  取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、外貨建債権債務の為替変動

リスクを回避すること、また借入金の金利変動リス

クを回避する目的で実施するものであり、投機目的

の取引は行わない方針であります。

(3) 取引に対するリスクの内容

金利スワップ取引においては、市場金利の変動に

よるリスクを有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による

いわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断してお

ります。

(3) 取引に対するリスクの内容

外国為替証拠金取引においては、為替相場の変動

によるリスクを有しております。また、金利スワッ

プ取引においては、市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い

金融機関に限定しており、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクはほとんどないと判断してお

ります。

(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行及び管理は、「市場リス

ク管理規程」に従い、管理部が主管し、社長室が検

証し、社長室長は定期的に社長に報告する体制にな

っております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

同左



前へ   次へ 

  

 
  

2. 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年11月30日） 

   該当事項はありません。 

   なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

  

当連結会計年度（平成19年11月30日） 

   金利スワップ取引及び外国為替証拠金取引を行っております。 

   金利スワップ取引はヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

   なお、外国為替証拠金取引は、期末残高がないため記載しておりません。 

  

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日) 

1. 採用している退職給付制度の概要  

連結子会社株式会社マネーアンドマネーは複数事業主制度による企業年金（東京都報道事業厚生年金基金）に

加盟しております。なお、当社及び株式会社マネーアンドマネー以外の連結子会社は、退職給付制度を設けて

おりません。 

  

2. 退職給付費用の内訳 

    複数事業主制度による企業年金の年金掛金 2,665千円 

  

3. 複数事業主制度による企業年金に係わる年金資産の当社分 

                        43,490千円 

  

当連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

1. 採用している退職給付制度の概要  

連結子会社株式会社マネーアンドマネーは複数事業主制度による企業年金（東京都報道事業厚生年金基金）に

加盟しております。なお、当社及び株式会社マネーアンドマネー以外の連結子会社は、退職給付制度を設けて

おりません。 

  

2. 退職給付費用の内訳 

    複数事業主制度による企業年金の年金掛金 2,690千円 

  

3. 複数事業主制度による企業年金に係わる年金資産の当社分 

                         50,260千円 

  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

また、この規程を受けた「リスク管理要領」におい

て、具体的な管理要領を規定し、これに基づいて執

行する体制となっております。

 同左



(ストック・オプション等関係) 

  
前連結会計年度(自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日) 

1. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役4、当社従業員2、子会社役員3、子会社従業員2

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 236

付与日 平成13年10月31日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成13年12月１日～平成19年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月27日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役4、当社従業員1、子会社役員2、子会社従業員1

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 278

付与日 平成14年11月30日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成14年12月１日～平成20年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年９月８日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員4、子会社役員3、子会社従業員12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,000

付与日 平成16年11月30日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成18年12月１日～平成21年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月30日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員2、子会社役員2、子会社従業員13

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 200

付与日 平成17年11月８日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成19年11月10日～平成21年11月30日



（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
  

 
  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日 平成14年11月27日

権利確定前

 期首(株) ― ―

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 期首(株) 226 186

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) 206 160

 失効(株) ― 26

 未行使残(株) 20 ―

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年９月８日 平成17年６月30日

権利確定前

 期首(株) 1,000 200

 付与(株) ― ―

 失効(株) 50 44

 権利確定(株) ― ―

 未確定残(株) 950 156

権利確定後

 期首(株) ― ―

 権利確定(株) ― ―

 権利行使(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 未行使残(株) ― ―



前へ   次へ 

②単価情報 

 
  

 
(注)  平成17年７月27日開催の取締役会決議により、平成17年８月18日をもって、普通株式１株を２株に分割いたしま

した。 

  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日 平成14年11月27日

権利行使価格    (円) 25,000 75,000

行使時平均株価   (円) ― ―

公正な評価単価(付与日)(円) ― ―

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年９月８日 平成17年６月30日

権利行使価格    (円) 62,500 140,000

行使時平均株価   (円) ― ―

公正な評価単価(付与日)(円) ― ―



当連結会計年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日) 

1. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

 
  

 
  

 
  

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役4、当社従業員2、子会社役員3、子会社従業員2

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 236

付与日 平成13年10月31日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成13年12月1日～平成19年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年９月８日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員4、子会社役員3、子会社従業員12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,000

付与日 平成16年11月30日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成18年12月１日～平成21年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月30日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役6、当社従業員2、子会社役員2、子会社従業員13

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 200

付与日 平成17年11月８日

権利確定条件 特に付されておりません。

対象勤務期間 特に定めはありません。

権利行使期間 平成19年11月10日～平成21年11月30日



（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
  

 
  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日 平成16年９月８日

権利確定前

 期首(株) ― 950

 付与(株) ― ―

 失効(株) ― ―

 権利確定(株) ― 950

 未確定残(株) ― ―

権利確定後

 期首(株) 20 ―

 権利確定(株) ― 950

 権利行使(株) 20 112

 失効(株) ― 88

 未行使残(株) ― 750

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月30日

権利確定前

 期首(株) 156

 付与(株) ―

 失効(株) ―

 権利確定(株) 156

 未確定残(株) ―

権利確定後

 期首(株) ―

 権利確定(株) 156

 権利行使(株) ―

 失効(株) 24

 未行使残(株) 132



前へ   次へ 

②単価情報 

 
  

 
(注)  平成17年７月27日開催の取締役会決議により、平成17年８月18日をもって、普通株式１株を２株に分割いたしま

した。 

  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成13年10月15日 平成16年９月８日

権利行使価格    (円) 25,000 62,500

行使時平均株価   (円) 318,000 444,875

公正な評価単価(付与日)(円) ― ―

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月30日

権利行使価格    (円) 140,000

行使時平均株価   (円) ―

公正な評価単価(付与日)(円) ―



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

 税務上の繰越欠損金 32,462千円

 一括償却資産 1,075千円

 賞与の損金不算入 5,581千円

 有価証券償還益加算 5,569千円

 有価証券評価差額金 4,199千円

 その他 8,817千円

 繰延税金資産小計 57,706千円

 評価性引当額 △28,536千円

 繰延税金資産合計 29,170千円

（繰延税金負債)

 未収還付法人税 641千円

 償却資産認容 3,738千円

 繰延税金負債合計 4,379千円

 繰延税金資産又は負債の純額 24,790千円

 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

 税務上の繰越欠損金 30,400千円

 貸倒引当金繰入額 9,656千円

 賞与の損金不算入 6,935千円

 有価証券評価差額金 26,192千円

 減価償却費の償却超過額 28,958千円

 未払事業税

 その他

8,575千円

9,982千円

 繰延税金資産小計 120,702千円

 評価性引当額 △111,965千円

 繰延税金資産合計 8,736千円

（繰延税金負債)

 未収還付事業税 68千円

 償却資産認容 2,377千円

 繰延税金負債合計 2,445千円

 繰延税金資産又は負債の純額 6,290千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との

差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注

記を省略しております。

 
 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

(調整)

評価性引当額の増加額 21.40％

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.58％

連結調整に伴う差異 8.61％

受取配当金の益金不算入額 △4.54％

海外子会社等の税率差異 △6.79％

その他 △0.68％

税効果適用後の法人税等の負担率 58.11％

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年12月 1日 至  平成18年11月30日） 

  

 
（注）１ 事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業に属する主要サービス又は業務の内容 

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供    

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、200,893千円であり、その主なも

のは、連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、947,129千円であり、その主なものは、連結財

務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産であります。 

５ 当社グループは、「会計処理の変更」に記載のとおり、連結の範囲に係る会計処理を変更しております。こ

の変更によるセグメント情報に与える影響は、従来の会計処理によった場合に比べて、金融アドバイザリー

事業の総資産が380,077千円増加し、売上高が153千円、営業利益が147千円減少しております。 

６  当連結会計年度より、在外連結子会社の収益及び費用の換算について、従来の決算時の為替相場により換算

する方法から、四半期毎の期中平均相場により換算する方法に変更いたしました。なお、変更前の方法によ

り換算した場合における当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりであります。 

  

投資情報 

提供事業 

(千円)

金融アドバイ 

ザリー事業 

(千円)

計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 831,009 354,333 1,185,342 ― 1,185,342

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 699 699 (699) ―

計 831,009 355,033 1,186,042 (699) 1,185,342

営業費用 714,739 84,463 799,202 200,893 1,000,096

営業利益 116,269 270,569 386,839 (201,592) 185,246

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

  資本的支出

  資産 301,167 585,719 886,887 947,129 1,834,016

  減価償却費 11,073 720 11,793 5,498 17,292

  資本的支出 10,762 7,411 18,174 5,290 23,465



≪ 連結会計年度末の為替相場により換算する方法で表示した場合 ≫ 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

 
（注）１ 事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業に属する主要サービス又は業務の内容 

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供    

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、200,895千円であり、その主なも

のは、連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、947,241千円であり、その主なものは、連結財

務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産であります。 

  
  

投資情報

提供事業
(千円))

 金融アドバイ

ザリー事業
(千円)

計(千円)
消去又は全社

(千円)
連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 831,623 353,587 1,185,211 ― 1,185,211

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

― 698 698 (698) ―

計 831,623 354,285 1,185,909 (698) 1,185,211

営業費用 715,873 84,488 800,362 200,895 1,001,258

営業利益 115,750 269,797 385,547 (201,594) 183,952

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 301,167 585,718 886,886 947,241 1,834,127

減価償却費 11,104 719 11,823 5,498 17,322

資本的支出 10,762 7,411 18,174 5,290 23,465



当連結会計年度（自 平成18年12月１日 至  平成19年11月30日） 

  

 
（注）１ 事業区分は、サービスの内容、提供先、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業に属する主要サービス又は業務の内容 

(1) 投資情報提供事業……日本株情報提供、中国株情報提供、為替・国際金融情報提供    

(2) 金融アドバイザリー事業……アドバイザリー業務、コンサルティング業務、責任投資業務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、267,946千円であり、その主なも

のは、連結財務諸表提出会社の管理部門にかかる費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、508,745千円であり、その主なものは、連結財

務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産であります。 

  

投資情報 

提供事業 

(千円)

金融アドバイ 

ザリー事業 

(千円)

計(千円)
消去又は全社 

(千円)
連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益 

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 1,011,955 436,858 1,448,813 ─ 1,448,813

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
─ 709 709 (709) ─

計 1,011,955 437,567 1,449,523 (709) 1,448,813

営業費用 769,864 144,729 914,593 267,236 1,181,830

営業利益 242,090 292,838 534,929 (267,946) 266,983

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

  資本的支出

  資産 1,243,501 1,469,655 2,713,157 508,222 3,221,379

  減価償却費 11,242 1,610 12,852 6,091 18,943

  資本的支出 12,324 2,067 14,391 15,346 29,738



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

    ３ 当連結会計年度より、T&C Ventures, Ltd. を新規連結したことにより「ケイマン諸島」を新設しておりま

す。 

４ 当連結会計年度より、在外連結子会社の収益及び費用の換算について、従来の決算時の為替相場により換算

する方法から、四半期毎の期中平均相場により換算する方法に変更いたしました。なお、変更前の方法によ

り換算した場合における当連結会計年度の所在地別セグメント情報は、次のとおりであります。 

  

 ≪ 連結会計年度末の為替相場により換算する方法で表示した場合 ≫ 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

  

日本
(千円)

米国 
(千円)

中国
(千円)

ケイマン諸
島（千円）

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

915,308 228,529 41,504 ― 1,185,342 ― 1,185,342

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

30,435 22,167 2,730 ― 55,332 (55,332) ―

計 945,743 250,696 44,234 ― 1,240,675 (55,332) 1,185,342

営業費用 800,475 175,973 73,489 2,437 1,052,376 (52,280) 1,000,096

営業利益又は 
営業損失(△)

145,267 74,723 △29,254 △2,437 188,299 (3,052) 185,246

Ⅱ 資産 1,366,311 99,581 40,340 510,004 2,016,237 (182,221) 1,834,016

日本
(千円)

米国 
(千円)

中国
(千円)

ケイマン諸
島（千円）

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

915,308 227,784 42,117
―

1,185,211 ― 1,185,211

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

30,435 22,164 2,730
―

55,329 (55,329) ―

計 945,743 249,948 44,847 ― 1,240,540 (55,329) 1,185,211

営業費用 800,475 176,004 74,630 2,423 1,053,534 (52,275) 1,001,258

営業利益又は 
営業損失(△)

145,267 73,944 △29,782 △2,423 187,006 (3,053) 183,952

Ⅱ 資産 1,366,423 99,582 40,340 510,002 2,016,349 (182,221) 1,834,127



当連結会計年度(自 平成18年12月１日 至 平成19年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３ 当連結会計年度より、T&C Financial Advisor (Schweiz) AG を新規設立したことにより「欧州」を新設し

ております。 

日本 
(千円)

米国 
(千円)

中国 
(千円)

欧州
(千円)

ケイマン諸
島（千円）

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営
業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上
高

993,628 220,904 113,488 113,333 7,458 1,448,813 ─ 1,448,813

(2) セグメント 
  間の内部

売上高又は
振替高

86,145 28,510 3,548 ─ ─ 118,204 (118,204) ─

計 1,079,773 249,415 117,037 113,333 7,458 1,567,018 (118,204) 1,448,813

営業費用 875,229 225,039 126,096 14,779 13,824 1,254,969 (73,138) 1,181,830

営業利益又は 
営業損失(△)

204,544 24,376 △9,059 98,553 △6,365 312,049 (45,066) 266,983

Ⅱ 資産 1,986,942 187,461 107,771 124,956 1,118,459 3,525,592 (304,212) 3,221,379



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年 12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっています。 

その他の地域に属する国又は地域・・・・米国、中国、英国、シンガポール 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

３  当連結会計年度より、在外連結子会社の収益及び費用の換算について、従来の決算時の為替相場により換算

する方法から、四半期毎の期中平均相場により換算する方法に変更いたしました。なお、変更前の方法によ

り換算した場合における当連結会計年度の海外売上高は、次のとおりであります。 

  
  

       ≪ 連結会計年度末の為替相場により換算する方法で表示した場合 ≫ 

前連結会計年度(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日) 

  

 
（注）  国又は地域の区分は地理的近接度によっています。 

その他の地域に属する国又は地域・・・・米国、中国、英国、シンガポール 

  

当連結会計年度(自 平成18年 12月１日 至 平成19年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっています。 

その他の地域に属する国又は地域・・・・米国、中国、英国、シンガポール、スイス 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ 海外売上高(千円) 332,119 57,785 389,905

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,185,342

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
28.0 4.9 32.9

ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ 海外売上高(千円) 331,364 58,401 389,765

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,185,211

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

28.0 4.9 32.9

ケイマン諸島 その他の地域 合計額

Ⅰ 海外売上高(千円) 407,871 133,862 541,733

Ⅱ 連結売上高(千円) ─ ─ 1,448,813

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
28.2 9.2 37.4



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度 (自 平成17年12月 1日 至 平成18年11月30日) 

1. 役員及び個人主要株主等 

  

 
（注）取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 当社は、銀行借入に対して代表取締役田中茂樹より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っ

ておりません。また、平成19年1月をもって取引は解消しております。 

※2  井原信近は、平成18年7月14日に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額については関連当事者であ

った期間の金額を記載しております。 

  

2. 子会社等 

  

 
（注）取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

市場価格・市場金利を勘案して、一般的な取引条件と同様に決定しております。 

※ T&C Ventures, Ltd. は平成18年9月1日より連結子会社となったため、取引金額については非連結子会社であ

った平成18年8月31日までの取引を記載しております。 

  

属性

会社等 

の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割
合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
び個人
主要株
主

田中茂樹 ― ― 当社代表取締役
（被所有）
直接

23.3
― ―

ストックオ
プションの
権利行使

3,900 ― ―

債務保証
（※1）

12,712 ― ―

役員

伊藤正雄 ― ― 当社取締役
（被所有）
直接

2.9
― ―

ストックオ
プションの
権利行使

2,000 ― ―

松本貞子 ― ― 当社取締役
（被所有）
直接

1.2
― ―

ストックオ
プションの
権利行使

1,250 ― ―

井原信近 ― ― 当社取締役
（被所有）
直接

0.7
― ―

ストックオ
プションの
権利行使 
(※2)

2,250 ― ―

属性 会社名等 住所

資本金 
又 

は出資 
金 

(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

T&C Capital, Ltd.
ケイマ
ン島

10,000
私募債発
行

(所有)
直接 
100

兼任1名
私募債の
購入

私募債の
購入

 356,355
営業投
資有価
証券

149,431

私募債の
償 還・売
却益

169,114 ― ―

T&C Ventures, 
Ltd. 

(※)

ケイマ
ン島

20,000
インベス
ターシェ
ア発行

(所有)
直接 
100

兼任1名
インベス
ターシェ
アの購入

インベス
ターシェ
アの購入

80,000
営業投
資有価
証券

80,000

金銭の貸
付

40,000 ― ―

利息の受
取

1,775 ― ―



当連結会計年度 (自 平成18年12月 1日 至 平成19年11月30日) 

1. 役員及び個人主要株主等 

 
（注）取引金額には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※ 伊藤正雄は、平成19年2月末に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額については関連当事者であった

期間の金額を記載しております。 

2. 子会社等 

 
（注）取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 市場価格・市場金利を勘案して、一般的な取引条件と同様に決定しております。 

※2 第三者による価格算定に基づき、決定しております。 

  

属性

会社等 

の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割
合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 伊藤正雄 ― ― 当社取締役
（被所有）
直接

3.1
― ―

ストックオ
プションの
権利行使
(※)

5,000 ― ―

属性 会社名等 住所

資本金
又 

は出資 
金 

(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
T&C Capital, 
Ltd.

ケイマ
ン島

10,000
金 融 ア ド
バ イ ザ リ
ー

(所有)
直接 
100

兼任1名
私募債の
購入

私募債の
購入 
(※1）

12,104
営業投
資有価
証券

54,448

私募債の
償還益 
(※1）

142,514 ― ―

金銭の借
入(※1）

300,000 ― ―

特許権の
購入 
(※2）

244,200 特許権 242,350



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

   

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 53,495円61銭      81,705円59銭

１株当たり当期純利益 9,463円92銭     9,923円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
については、新株引受権及び新株予約
権の残高がありますが、当社株式は非
上場・非登録であったため、期中平均
株価が把握できませんので記載してお
りません。

9,421円35銭

項目
前連結会計年度末
(平成18年11月30日)

当連結会計年度末
(平成19年11月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 763,738 1,574,470

普通株式に係る純資産額（千円） 600,541 1,050,570

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当たり純資産

額の算定に用いられた普通株式に係る当連結会計年度末

の純資産額との差額の主な内訳（千円） 

 少数株主持分

 

 

 

163,197

 

 

 

523,900

普通株式の発行済株式数（株） 11,226 12,858

普通株式の自己株式数（株） ─ ─

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 

（株）

 

11,226

 

12,858

項目
前連結会計年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 105,397 126,468

普通株式に係る当期純利益(千円) 105,397 126,468

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 11,136 12,744

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式増加数（株） 
新株予約権

― 679
希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 

第1回新株引受権 20株
第3回新株予約権 475個 
第4回新株予約権 78個 
これらの詳細は「第４ 提出
会社の状況 １．株式等の状
況 (2)新株予約権等の状況」
に記載のとおりであります。

―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

1. 新株式の発行について

平成18年12月４日及び平成18年12月13日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、

平成18年12月22日に払込が完了いたしました。

 この結果、平成18年12月22日付で資本金は582,275千

円、発行済株式総数は12,726株となっております。 

(1) 募集方法 ：一般募集

(ブックビルディング方式による募集) 

(2) 発行する株式の種類及び数:

普通株式    1,500株 

(3) 発行価格 ：１株につき  300,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

(4) 引受価額 ：１株につき  277,500円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新

株式払込金として受取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、

引受人の手取金となります。 

(5) 発行価額 ：１株につき  229,500円

(資本組入額 138,750円) 

(6) 発行価額の総額 ： 344,250千円 

(7) 払込金額の総額 ： 416,250千円 

(8) 資本組入額の総額 ： 208,125千円 

(9) 払込期日 ：平成18年12月22日 

(10) 資金の使途 ：設備投資として68,000千円を、借

入金の返済及び社債の償還に281,000千円を充当

し残額を運転資金に充当する予定でありますが、

当面の間は安全性の高い金融商品にて運用する予

定であります。

1. 連結子会社の企業結合について

 投資情報提供事業会社の合併及び分割

 (1）結合当事企業の名称及び事業の内容

  結合企業  

 ㈱T&Cトランスリンク  中国株投資情報提供事業 

 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー  

           日本株投資情報提供事業

  被結合企業 

 ㈱マネーアンドマネー 為替・国際金融情報提供

(2) 企業結合を行った理由

   これまで各子会社が縦割りで投資情報を提供し 

 ておりましたが、①国際分散投資に役立つクオリテ 

 ィの高い投資情報を、投資家のニーズにあわせて 

 よりタイムリーに提供し、国際競争力を高める体制 

 を構築すること、②金融機関法人顧客の投資情報に 

 対するニーズを的確に収集・分析し、ユ－ザーフレ 

 ンドリーなプラットフォームを構築するソリューシ 

 ョン提供事業を目的に組織再編を行いました。

 （3）企業結合日 

 平成19年12月１日

 （4）企業結合の法的形式

  ① 合併方式

    ㈱T&Cトランスリンクを存続会社として㈱マネーア

ンドマネーを吸収合併し㈱マネーアンドマネーは解散

  ② 分割方式

    ㈱T&Cトランスリンクが営むコンテンツ制作事業及

び個人向け投資情報提供事業の吸収分割により、㈱ト

レーダーズ・アンド・カンパニーを承継会社とする吸

収分割

  ③ 分割方式

     ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニーが営む法人

向け投資情報提供事業を吸収分割により㈱T&Cトラン

スリンクを承継会社とする吸収分割

 （5）実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成19年11月15日 企業会計基準適用指針

第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理

を行いました。



前連結会計年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

2.  重要な子会社の設立について

  平成19年１月５日開催の取締役会の承認に基づき、

当社全額出資による子会社を平成19年１月８日に設

立いたしました。

   (1）設立の目的 

金融アドバイザリー事業のうち、エンターテイン

メントに関するアドバイザリー業務を独立させ、

機動的なエンターテイメント投資業務を行うため

  (2) 会社の名称

   T&C Pictures, Inc. 

    (3）事業内容

   エンターテインメントに特化した金融アドバイザ

リー業務

  (4) 資本金  500,000米ドル
  (5) 所有割合 100％  

 （6）再編後の状況

商号変更前 ㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー

商号変更後 ㈱T&Cフィナンシャルリサーチ

主な事業内容 投資情報提供事業

代表者 代表取締役社長 吉田 恒

資本金 80百万円

商号変更前 ㈱T&Cトランスリンク

商号変更後 ㈱T&Cフィナンシャルテクノロジーズ

主な事業内容 投資情報提供事業

代表者 代表取締役社長 井上 勇

資本金 30百万円

3. 新株予約権の行使について

 平成18年12月31日及び平成19年1月31日に新株予約権

の権利行使を受け、株式数等が次のとおり増加いたし

ました。

株式数     92株

資本金  5,750千円

 これにより、平成19年1月31日現在の発行済株式総数

は、12,818株、資本金は588,025千円となっておりま

す。

2. 金融アドバイザリー事業の組織再編について

  平成20年１月16日開催の取締役会において、投資の

グローバル化が進行する中、より機動的に、投資家の

利益最大化を目指したアドバイザリー事業を展開する

ことを目的として、金融アドバイザリー事業を行う事

業会社兼SPCを管理する中間持株会社をスイスのチュ

ーリッヒに設立することを決議いたしました。

 (1) 方法

 スイスのチューリッヒに当社の100％子会社として中

間持株会社を設立し、現在当社の100％子会社である 

T&C Financial Advisor (Schweiz)  AG、

T&C NY, Inc. 及びSPC6社を、新設する中間持株会社

の100％子会社とする。

  (2) 組織再編対象会社の概要

  ① T&C NY, Inc.  

    事業内容：金融アドバイザリー事業 

  代表者: 田中茂樹

  ② T&C Financial Advisor (Schweiz) AG  

    事業内容：金融アドバイザリー事業 

  代表者: ジョン・ケール

  ③ T&C Capital, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 田中茂樹

  ④ T&C Guaranty, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 田中茂樹

  ⑤ T&C Ventures, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 田中茂樹

  ⑥ T&C Media Content, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 松島新

  ⑦ T&C Media ContentⅡ, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 松島新

  ⑧ T&C Music, Ltd.  

    事業内容：SPC 

  代表者: 松島新



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
（注）1 (  )内書は、1年以内の償還予定額であります。 

   2 連結決算日後5年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

（千円）

当期末残高

(千円)

利率

（％）
担保 償還期限

㈱T&Cホールディングス
第1回無担保

社債 (注)1

平成18年2

月16日
83,300

49,900 

（33,400）
0.58

無担保

社債

平成21年2

月16日

㈱T&Cホールディングス
第2回無担保

社債 (注)1

平成18年2

月28日
84,000

52,000 

（32,000）
0.85

無担保

社債

平成21年2

月27日

合計 ― ― 167,300
101,900 

（65,400）
― ― ―

1年以内 

（千円）

1年超2年以内 

（千円）

2年超3年以内 

（千円）

3年超4年以内 

（千円）

4年超5年以内 

（千円）

65,400 36,500 ─ ─ ─

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 120,000 775,000 2.216 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 98,660 105,760 3.142 ─

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

242,677 282,000 3.365
平成20年12月～
24年2月

合計 461,337 1,162,760 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内 
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

96,000 96,000 81,000 9,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 90,741 158,411

 ２ 売掛金 ※１ 5,450 45,601

 ３ 仕掛品 1,575 1,034

 ４ 営業投資有価証券 ※１ 229,431 450,882

 ５ 前渡金 ─ 7,994

 ６ 前払費用 11,027 11,859

 ７ 繰延税金資産 15,948 ─

 ８ 関係会社短期貸付金 24,470 183,042

 ９ 未収還付法人税 7,585 ─

 10 立替金 241 ─

 11 その他 4,199 2,836

 12 貸倒引当金 ─ △ 23,200

   流動資産合計 390,672 29.8 838,462 34.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 13,380 13,900

    減価償却累計額 △3,577 9,802 △5,140 8,759

  (2) 工具器具及び備品 15,749 21,051

    減価償却累計額 △5,889 9,860 △9,597 11,453

   有形固定資産合計 19,663 1.5 20,212 0.8

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 ─ 242,350

  (2) ソフトウェア 1,304 9,879

   無形固定資産合計 1,304 0.1 252,229 10.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 544,437 617,260

  (2) 関係会社株式 278,552 638,252

  (3) 関係会社長期貸付金 ─ 33,042

  (4) 差入保証金 60,758 65,552

  (5) その他 13,561 395

  (6) 投資損失引当金 ─ △11,084

   投資その他の資産合計 897,310 68.6 1,343,419 54.7

   固定資産合計 918,278 70.2 1,615,861 65.8

   資産合計 1,308,950 100.0 2,454,323 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年11月30日)

当事業年度 
(平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 関係会社短期借入金 96,899 160,911

 ２ 短期借入金 ※２ 120,000 775,000

 ３ １年以内返済予定の長期 
   借入金

96,560 105,760

 ４ １年以内償還予定の社債 65,400 65,400

 ５ 未払金 2,334 4,594

 ６ 未払費用 16,712 15,772

 ７ 未払法人税等 2,103 40,197

 ８ 前受金 3,150 216

 ９ 預り金 2,813 1,954

 10 その他 2,222 292

   流動負債合計 408,196 31.2 1,170,098 47.7

Ⅱ  固定負債

 １ 社債 101,900 36,500

 ２ 長期借入金 240,752 282,000

   固定負債合計 342,652 26.2 318,500 13.0

   負債合計 750,848 57.4 1,488,598 60.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 374,150 28.6 589,775 24.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 174,500 382,625

    資本剰余金合計 174,500 13.3 382,625 15.6

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 19,771 57,680

    利益剰余金合計 19,771 1.5 57,680 2.3

   株主資本合計 568,421 43.4 1,030,080 41.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

△10,319 △0.8 △64,355 △2.6

   評価・換算差額等合計 △10,319 △0.8 △64,355 △2.6

   純資産合計 558,102 42.6 965,725 39.3

   負債純資産合計 1,308,950 100.0 2,454,323 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
 至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 経営管理料収入 ※１ 194,033 255,186

 ２ 営業投資有価証券償還益 ※１ 169,114 142,514

 ３ システム関連売上 ※１ 5,585 5,450

 ４ その他の営業収入 60 1,344

 ５ 関係会社配当金 ※１ 37,911 406,704 100.0 76,299 480,795 100.0

Ⅱ 営業原価 39,201 9.6 54,700 11.4

   売上総利益 367,503 90.4 426,095 88.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 45,238 53,336

 ２ 給料手当 62,038 69,933

 ３ 賞与 4,244 7,174

 ４ 法定福利費 10,038 13,800

 ５ 旅費交通費 11,823 18,207

 ６ 支払報酬 25,400 23,329

 ７ 減価償却費 5,498 6,091

 ８ 地代家賃 63,663 67,659

 ９ 租税公課 4,973 5,592

１０ その他 28,777 261,696 64.4 45,471 310,597 64.6

   営業利益 105,806 26.0 115,497 24.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 3,188 10,234

 ２ 受取配当金 ─ 1,496

 ３ 受取賃貸管理料 4,363 1,863

 ４ 為替取引利益 ─ 20,432

 ５ 為替差益 5,695 ─

 ６ 雑収入 301 13,548 3.3 420 34,446 7.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※１ 12,779 21,751

 ２ 株式交付費 60 2,953

 ３ 社債発行費 523 ─

 ４ 社債利息 2,348 2,152

 ５ 上場関連費用 8,626 22,423

 ６ 貸倒引当金繰入額 ─ 23,200

 ７ 為替差損 ─ 9,696

 ８ 雑損失 1,427 25,764 6.3 8,257 90,435 18.8

   経常利益 93,589 23.0 59,508 12.3



 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
 至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

  １ 投資有価証券売却益 ─ ─ ― 49,946 49,946 10.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 978 131

 ２ 投資損失引当金繰入額 ― 978 0.2 11,084 11,215 2.3

   税引前当期純利益 92,611 22.8 98,239 20.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

290 44,381

   法人税等調整額 △15,948 △15,658 △3.8 15,948 60,330 12.5

   当期純利益 108,270 26.6 37,909 7.9



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益
剰余金

平成17年11月30日残高 
（千円)

357,000 174,500 174,500 △88,498 △88,498 443,001

事業年度中の変動額

 新株の発行 17,150 ― ― ― ― 17,150

 当期純利益 ― ― ― 108,270 108,270 108,270

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
(千円)

17,150 ― ― 108,270 108,270 125,420

平成18年11月30日残高 
（千円）

374,150 174,500 174,500 19,771 19,771 568,421

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年11月30日残高 
（千円)

― ― 443,001

事業年度中の変動額

 新株の発行  ― ― 17,150

 当期純利益 ― ― 108,270

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△10,319 △10,319 △10,319

事業年度中の変動額合計 
（千円)

△10,319 △10,319 115,101

平成18年11月30日残高 
（千円）

△10,319 △10,319 558,102



当事業年度（自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日） 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益
剰余金

平成18年11月30日残高 
 (千円)

374,150 174,500 174,500 19,771 19,771 568,421

 事業年度中の変動額

 新株の発行 215,625 208,125 208,125 423,750

 当期純利益 37,909 37,909 37,909

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

―

事業年度中の変動額合計 
 (千円)

215,625 208,125 208,125 37,909 37,909 461,659

平成19年11月30日残高 
（千円）

589,775 382,625 382,625 57,680 57,680 1,030,080

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年11月30日残高 
 (千円)

△10,319 △10,319 558,102

 事業年度中の変動額

 新株の発行 423,750

 当期純利益 37,909

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△54,036 △54,036 △54,036

事業年度中の変動額合計 
 (千円)

△54,036 △54,036 407,622

平成19年11月30日残高 
（千円）

△64,355 △64,355 965,725



重要な会計方針 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１ 有価証券(営業投資有

価証券を含む。)の評

価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

     同左

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

   同左

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法

  ３ デリバティブ取引の 
   評価基準及び評価方法

たな卸資産

ソフトウェア仕掛品 個別法によ

る原価法

 
  ――――

たな卸資産

   同左

  デリバティブ取引 

   時価法

４ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 建物       3～15年

 工具器具及び備品 4～10年

(1)  有形固定資産 

   同左 

 

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用してお

ります。

(2)  無形固定資産

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

特許権については、11年間の定額

法を採用しております。 

 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 株式交付費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(1) 株式交付費

     同左

(2) 社債発行費

支出時に全額費用処理しておりま

す。

(2) ――――

６ 外貨建ての資産又は負

債の本邦通貨への換算

基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

 

同左

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

(1) 貸倒引当金

 債権の貸倒損失に備えるため、一般 

 債権については貸倒実績率により、 

 貸倒懸念債権等特定の債権について



項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

は、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては過去の

貸倒実績がなく、また回収に懸念の

ある債権もないため、貸倒引当金は

計上しておりません。

 は、個別に回収可能性を勘案し、回 

  収不能見込額を計上しております。

(2) ―――― (2) 投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備

えて、財政状態並びに将来の回復見

込み等を勘案して必要と認められる

額を計上しております。 

 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用いたしております。

(1) ヘッジ会計の方法

    同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左

(ヘッジ対象）

借入金の利息

(3) ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎

に行っております。

(3) ヘッジ方針 

 同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理要領に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結して

おります。

① 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致し

ている。

② 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致してい

る。

③ 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで受

払いされる変動金利のインデ
ックスが、LIBOR+ αで一致し

ている。

④ 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

⑤ 金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定で

ある。

従って、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決算日にお

ける有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 同左

９  その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

 同左



  

   
  

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

（2）営業投資有価証券の会計処理

   当社グループは、投資対象、投資

スキーム、投資タイミングなどを投

資家に情報として提供するアドバイ

ザリー業務を行なっております。

   そして、上記情報を判断材料とし

て、自己の責任で投資を希望する投

資家に対しては、子会社（SPC）が私

募債等を発行して、投資家の資金を

受け入れておりますが、このSPCが発

行する私募債等について投資家から

の信用を得るため、当社グループの

自己資金を利用して自らSPCが発行す

る私募債等を購入し、「信用補完」

を行なうことがあります（責任投資

業務）。

   この責任投資業務を目的として行

なう私募債等への投資については、

責任投資業務目的以外で保有する有

価証券とは区分して、「営業投資有

価証券」として「流動資産の部」に

表示しております。

  また、営業投資有価証券の償還また

は売却から生じる損益は、営業損益

の区分に表示することとしておりま

す。

（2）営業投資有価証券の会計処理

  同左



会計処理の変更 

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第6号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。

     ――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

558,102千円であります。

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。

     ――――

(ストック・オプション等に関する会計基準等)

 当事業計年度から「ストック・オプション等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平

成18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号)を適用

しております。

 これによる、損益に与える影響はありません。

     ――――

(減価償却の方法）

  当事業年度から、法人税法の改正に伴い、平成19 

    年４月１日以降に取得の固定資産については、改 

    正法人税法に規定する償却方法により、減価償却 

    費を計上しております。 

  なお、この変更に伴う営業利益、経常利益、税引 

    前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

  

(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で関係会社に対する資産

及び負債には以下のものがあります。

営業投資有価証券    229,431千円

   

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で関係会社に対する資産

及び負債には以下のものがあります。

売掛金          45,601千円

営業投資有価証券    450,882千円

   

※２ 財務制限条項

   短期借入金のうち、シンジケートローン契約（残

高300,000千円）には財務制限条項がついてお

り、下記の条項に抵触した場合は、契約上のすべ

ての債務について期限の利益を失い、借入金元本

及び利息を支払うことになっております。

  ① 各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を、平成18年11月に終

了する決算期の末日における連結の貸借対照表に

おける純資産の金額の75％の金額以上にそれぞれ

維持することを確約する。

  ② 各年度の決算期に係る連結の損益計算書上の経常

損益に関して、それぞれ経常損失を計上しないこ

とを確約する。

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含

まれております。

経営管理料収入 194,033千円

営業投資有価証券償還益 169,114千円

システム関連売上 5,585千円

関係会社配当金 37,911千円

受取利息 2,798千円

支払利息 3,230千円

 
 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含

まれております。

経営管理料収入 255,186千円

営業投資有価証券償還益 142,514千円

システム関連売上 4,750千円

関係会社配当金 76,299千円

受取利息 10,080千円

支払利息 2,843千円

 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。

工具器具及び備品 978千円

 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 118千円

工具器具及び備品 12千円

    計 131千円

 



次へ 

(株主資本等変動計算書関係) 

 前事業年度(自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 当事業年度(自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

(リース取引関係) 

  前事業年度（自 平成17年12月1日 至 平成18年11月30日） 

   注記の対象となる重要なリース取引はありません。 

  

  当事業年度（自 平成18年12月1日 至 平成19年11月30日） 

   注記の対象となる重要なリース取引はありません。 

  



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年11月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成19年11月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年11月30日)

当事業年度
(平成19年11月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  繰越欠損金 13,095千円

  一括償却資産超過額 513千円

  有価証券償還益加算 5,569千円

  有価証券評価差額金 4,199千円

  その他 2,380千円

 繰延税金資産小計 25,759千円

 評価性引当額 △9,810千円

 繰延税金資産合計 15,948千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  減価償却費の償却超過額 28,958千円

  貸倒引当金繰入額 9,442千円

  未払事業税 5,044千円

  有価証券評価差額金 26,192千円

  投資損失引当金繰入額 4,511千円

  その他 2,649千円

 繰延税金資産小計 76,798千円

 評価性引当額 △76,798千円

 繰延税金資産合計 ─ 千円

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

(調整)

評価性引当額の増加額 △38.02％

住民税均等割 0.31％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.46％

受取配当金の益金不算入額 △15.84％

その他 △4.53％

税効果適用後の法人税等の負担率 △16.91％

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.70％

(調整)

評価性引当額の増加額 37.25％

住民税均等割 0.30％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.43％

受取配当金の益金不算入額 △12.81％

所得税額等の繰戻しによる還付金等 △3.14％

その他 △2.31％

税効果適用後の法人税等の負担率 61.41％

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

   

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

１株当たり純資産額 49,715円17銭       75,106円95銭

１株当たり当期純利益 9,721円88銭       2,974円53銭

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益については、新株引受権及び新株

予約権の残高がありますが、当社株

式は非上場・非登録であったため、

期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

 

      2,824円07銭

項目
前事業年度末

(平成18年11月30日)
当事業年度末

(平成19年11月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 558,102 965,725

普通株式に係る純資産額（千円） 558,102 965,725

貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当たり純資産額の

算定に用いられた普通株式に係る当事業年度末の純資産

額との差額の主な内訳（千円） 

 

― ─

普通株式の発行済株式数（株） 11,226 12,858

普通株式の自己株式数（株） ― ─

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

11,226 12,858

項目
前事業年度

(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 108,270 37,909

普通株式に係る当期純利益(千円) 108,270 37,909

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 11,136 12,744

当期純利益調整額（千円） ― ─

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 
新株予約権 ― 679
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

第1回新株引受権 20株
第3回新株予約権 475個 
第4回新株予約権 78個 
  
これらの詳細は「第４
提出会社の状況 １．株
式等の状況 (2)新株予約
権等の状況」に記載のと
おりであります。

─



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

1.  新株式の発行について

平成18年12月４日及び平成18年12月13日開催の取締

役会において、下記のとおり新株式の発行を決議し、

平成18年12月22日に払込が完了いたしました。

 この結果、平成18年12月22日付で資本金は582,275千

円、発行済株式総数は12,726株となっております。

(1) 募集方法 ：一般募集

(ブックビルディング方式による募集) 

(2) 発行する株式の種類及び数:

普通株式    1,500株 

(3) 発行価格 ：１株につき  300,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

(4) 引受価額 ：１株につき  277,500円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引

受人の手取金となります。 

(5) 発行価額 ：１株につき  229,500円

(資本組入額 138,750円) 

(6) 発行価額の総額 ： 344,250千円 

(7) 払込金額の総額 ： 416,250千円 

(8) 資本組入額の総額 ： 208,125千円 

(9) 払込期日 ：平成18年12月22日 

(10) 資金の使途 ：設備投資として68,000千円を、借

入金の返済及び社債の償還に281,000千円を充当

し残額を運転資金に充当する予定でありますが、

当面の間は安全性の高い金融商品にて運用する予

定であります。

1. 連結子会社の企業結合について

「１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表」(重要な

後発事象）に同一の内容が記載されているため記載を

省略しています。

2. 子会社株式の譲渡について

当社が所有するT&C Cosmic, Inc. 株式を平成19年

12月１日付で㈱T&Cフィナンシャルリサーチに譲渡

し、同社の100％子会社といたしました。 

 株式譲渡の概要
   異動前の所有株式数 
     200株(所有割合100％） 
   譲渡する株式数 
     200株(譲渡価格200円） 
   異動後の所有株式数 
     －株（所有割合－％）

3. 金融アドバイザリー事業の組織再編について

「１ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表」(重要な

後発事象）に同一の内容が記載されているため記載を

省略しています。



 
  

前事業年度
(自 平成17年12月１日
至 平成18年11月30日)

当事業年度
(自 平成18年12月１日
至 平成19年11月30日)

2.  重要な子会社の設立について

  平成19年１月５日開催の取締役会の承認に基づき、

当社全額出資による子会社を平成19年１月８日に設

立いたしました。

   (1）設立の目的 

金融アドバイザリー事業のうち、エンターテイン

メントに関するアドバイザリー業務を独立させ、

機動的なエンターテインメント投資業務を行うた

め。

  (2) 会社の名称

   T&C Pictures, Inc. 

    (3）事業内容

   エンターテインメントに特化した金融アドバイザ

リー業務

(4) 資本金  500,000米ドル 

(5) 所有割合 100％

3. 新株予約権の行使について

 平成18年12月31日及び平成19年1月31日に新株予約権

の権利行使を受け、株式数等が次のとおり増加いたし

ました。

株式数     92株

資本金  5,750千円

 これにより、平成19年1月31日現在の発行済株式総数

は、12,818株、資本金は588,025千円となっておりま

す。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

特許権 ホルマリンガス無害化脱臭方法及び装置の発明 244,200千円 

  

【引当金明細表】 

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円)

投資有価証券
その他有価
証券

Finet Group Ltd. 41,320,000 403,142

MARCO POLO NETWORK INC. 5,773 214,117

計 41,325,773 617,260

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

建物 13,380 900 380 13,900 5,140 1,824 8,759

工具器具及び備品 15,749 5,523 222 21,051 9,597 3,918 11,453

有形固定資産計 29,129 6,423 602 34,951 14,738 5,743 20,212

無形固定資産

特許権 ─ 244,200 ─ 244,200 1,850 1,850 242,350

ソフトウェア 1,739 8,922 ─ 10,662 782 347 9,879

無形固定資産計 1,739 253,122 ─ 254,862 2,632 2,197 252,229

繰延資産 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

区分
前期末残高 
(千円）

当期増加額
(千円）

当期減少額
(目的使用)

当期減少額
(その他)

当期末残高 
(千円）

貸倒引当金 ─ 23,200 ─ ─ 23,200

投資損失引当金 ─ 11,084 ─ ─ 11,084



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

A. 現金及び預金 

 
  

B. 売掛金 

i. 相手先別内訳 

 
  

ii. 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

C. 仕掛品 

 
  

区分 金額(千円)

現金 93

預金

普通預金 58,318

通知預金 100,000

計 158,318

合計 158,411

相手先 金額(千円)

T&C NY, Inc. 41,077

㈱T&Cトランスリンク 1,876

㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 1,454

㈱マネーアンドマネー 1,192

計 45,601

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

5,450 111,074 70,923 45,601 60.9 83.9

品名 金額（千円）

Translink コンテンツ開発 81

トレーダーズ・ウェブ リニューアル開発 952

計 1,034



D. 営業投資有価証券 

 
  

E. 関係会社短期貸付金 

 
  

F. 投資有価証券 

投資有価証券の内訳は、「２財務諸表等 (1)財務諸表 ④附属明細表 有価証券明細表」に記載しております。 

  

G.関係会社株式 

銘柄等 金額(千円)

T&C Capital, Ltd. 私募債  FoF Strategy Note Series Ⅱ 22,104

T&C Capital, Ltd. 私募債  FoF Strategy Note Series Ⅲ 18,777

T&C Capital, Ltd. 私募債 
BANYAN Note Indian Real Estate Ventures

20,000

T&C Capital, Ltd. 私募債 Motion Pictures 2007 Note 310,000

T&C Ventures, Ltd. インベスターシェア 80,000

計 450,882

相手先 金額(千円)

T&C Ventures, Ltd. 150,000

T&C Cosmic, Inc. 33,042

計 183,042

銘柄 金額(千円)

㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 80,000

㈱T&Cトランスリンク 30,000

㈱マネーアンドマネー 10,000

T&C NY, Inc. 17,630

T&C Cosmic, Inc. 11,084

Financial China Information & Technology Co., Ltd． 88,838

T&C Pictures, Inc.  60,000

T&C Financial Advisor (Schweiz) AG 24,827

T&C Guaranty, Ltd. 11,000

T&C Capital, Ltd. 10,000

T&C Ventures, Ltd. 20,000

T&C Media Content, Ltd. 100

T&C Media Content Ⅱ, Ltd. 100

T&C Music, Ltd. 100

NextVIEW Pte Ltd 274,572

計 638,252



② 負債の部 

A. 関係会社短期借入金 

  

 
  

     B. 短期借入金 

  

 
  

   

C. 1年以内返済予定の長期借入金 

  

 
  

D. 社債 

社債の内訳は、「１連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表」に記載しております。 

  

E. 長期借入金 

  

区分 金額(千円)

㈱トレーダーズ・アンド・カンパニー 90,911

㈱マネーアンドマネー 60,000

㈱T&Cトランスリンク 10,000

計 160,911

区分 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

㈱みずほ銀行 300,000

㈱三井住友銀行 100,000

㈱百十四銀行 75,000

計 775,000

区分 金額（千円）

㈱みずほ銀行（1年以内返済予定の長期借入金） 69,760

㈱三菱東京UFJ銀行（1年以内返済予定の長期借入金） 36,000

計 105,760

区分 金額（千円）

㈱みずほ銀行 180,000

㈱三菱東京UFJ銀行 102,000

計 282,000



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
      

  

事業年度 １２月１日から１１月３０日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 １１月３０日

株券の種類
１株券
１０株券
１００株券 

剰余金の配当の基準日 ５月３１日、１１月３０日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
http://www.tandch.com/home.htm

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成18年12月５日及び平成18年12月14日関東財務局長に提出。 

 平成18年11月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第６期(自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日)平成19年２月26日関東財務局長に

提出。 

  

(3) 半期報告書 

事業年度 第７期中(自 平成18年12月１日 至 平成19年５月30日)平成19年８月17日関東財務局長

に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報

告書を平成19年12月3日に関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成20年1月22日に関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１９年２月２４日

 株式会社T&Cホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社Ｔ＆Ｃホールディングス及び連結子会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

１．「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から「投資事業組合に対する支配力基準及び

影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」を適用し、連結財務諸表を作成している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１８年１２月４日及び同年１２月１３日開催の取締役会

決議に基づき、同年１２月２２日を払込期日とする公募による新株式の発行を行った。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

東陽監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  神 保 正 人     ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  高 木 康 行     ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成２０年２月２３日

 株式会社T&Cホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社Ｔ＆Ｃホールディングス及び連結子会社の平成１９年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

  

東陽監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  神 保 正 人     ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  高 木 康 行     ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１９年２月２４日

 株式会社T&Cホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１７年１２月１日から平成１８年１１月３０日までの第６期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１８年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成１８年１２月４日及び同年１２月１３日開催の取締役会決

議に基づき、同年１２月２２日を払込期日とする公募による新株式の発行を行った。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 
  

東陽監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士   神 保 正 人    ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士   高 木 康 行    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成２０年２月２３日

 株式会社T&Cホールディングス 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１８年１２月１日から平成１９年１１月３０日までの第７期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Ｔ＆Ｃホールディングスの平成１９年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 
  

東陽監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士   神 保 正 人    ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士   高 木 康 行    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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